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1.　19年６月期の連結業績（平成18年７月１日～平成19年６月30日）

(1) 連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

　 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年６月期 38,924 5.8 591 △1.5 563 △10.2 291 △54.5
18年６月期 36,796 6.2 599 25.0 627 38.2 640 203.1

　

　
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

　 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

19年６月期 33 29 ― ― 6.5 2.4 1.5
18年６月期 73 07 ― ― 16.3 2.8 1.6

(参考) 持分法投資損益 19年６月期 0百万円 　 18年６月期 28百万円

　

(2) 連結財政状態 　

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

19年６月期 24,514 5,090 19.0 532 29

18年６月期 22,587 4,649 19.0 490 69

(参考) 自己資本 19年６月期 4,661百万円 　 18年６月期 4,300百万円

　

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 　

　
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
　 百万円 百万円 百万円 百万円

19年６月期 △93 △881 1,122 1,249

18年６月期 464 65 △525 1,093

　
2.　配当の状況

　 １株当たり配当金
配当金総額
(年間)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)(基準日)

第１
四半期末

中間期末
第３

四半期末
期末 年間

　 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

18年６月期 　 ― 　 ― 　 ― 2 50 2 50 21 3.4 0.6

19年６月期 　 ― 　 ― 　 ― 2 50 2 50 21 7.5 0.5

20年６月期(予想) 　 ― 　 ― 　 ― 2 50 2 50 ― 4.8 ―

　

3.　20年６月期の連結業績予想（平成19年７月１日～平成20年６月30日）

　 (％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率)

　 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

中間期 20,100 0.5 420 1.7 400 1.8 260 1.2 29 67

通　期 39,000 0.2 600 1.5 580 3.0 460 58.1 52 50
　

― 1 ―



4.　その他

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　　無

　 新規　―社（社名　　　　　　　　　　 ） 除外　―社（社名　　　　　　　　　　）

(注)　詳細は、７ページ「企業集団の状況」をご覧ください。

　

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

①　会計基準等の改正に伴う変更　　有

②　①以外の変更　　　　　　　　　無

〔(注)　詳細は、20ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。〕

　

(3) 発行済株式数（普通株式）

　 ① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 19年６月期 8,792,000株　18年６月期 8,792,000株

　 ② 期末自己株式数 19年６月期 33,580株　18年６月期 27,076株

(注)　１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、40ページ「１株当たり情報」をご覧

ください。

　

(参考)　個別業績の概要

1.　19年６月期の個別業績（平成18年７月１日～平成19年６月30日）

(1) 個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

　 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年６月期 16,140 △3.1 155 △44.1 234 △1.3 217 △49.7
18年６月期 16,654 5.7 277 △0.0 237 △8.2 432 390.6

　

　 １株当たり当期純利益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
　 円 銭 円 銭

19年６月期 24 87 ― ―

18年６月期 49 37 ― ―

　

(2) 個別財政状態

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

　 百万円 百万円 ％ 円 銭

19年６月期 15,073 1,868 12.4 213 29

18年６月期 14,345 1,658 11.6 189 25

(参考) 自己資本 19年６月期 1,868百万円 　 18年６月期 1,658百万円

　

2.　20年６月期の個別業績予想（平成19年７月1日～平成20年６月30日）

　 (％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率)

　 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

中間期 8,200 0.3 110 2.8 90 11.1 120 4.4 13 70

通　期 16,200 0.4 210 35.5 170 △27.4 240 10.6 27 39
　

※上記の業績予想は、現時点における事業環境に基づくものであり、実際の業績は今後様々な要因によって大きく
異なる結果となる可能性があります。
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１　経営成績

(1) 経営成績に関する分析

（当期の概況）

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善を背景に設備投資・個人消費の伸長を反映し

て、内需主導で着実に景気が回復しており、製造業を中心とした機械関連産業の景況感の改善に波及して

いるものの、原油価格の度重なる急騰、原材料の高騰により企業収益への不安感も残り、景気は総じて緩

やかに推移しましたが、先行きは予断の許さない状況でありました。

　当社グループの主体である建設資材業界においては、全国的に公共投資は依然減少傾向であり、営業基

盤である長野県でも民間需要はやや回復傾向ではあるものの、縮小のまま推移いたしました。また、県内

石油事業においても、度重なる原油価格の高騰により販売競争が激化し、市場の混乱が続きました。

　一方、海外事業を展開しているアジア経済は、輸出主導で好調を維持し、個人消費も総じて堅調に推移

しております。拠点である中国山東省では、烟台及び溜博地区での積極的需要は依然あるものの、販売競

争は激化しております。

　このような営業環境のもと、当社グループは全社を挙げて経営体質の強化に取り組むとともに、生産性

及び製品・サービスの付加価値向上に傾注してまいりました。

　この結果、当連結会計年度の実績につきましては、連結売上高38,924百万円（前期比5.8％増）、連結

営業利益は591百万円（前期比1.5％減）、連結経常利益は563百万円（前期比10.2％減）、連結当期純利

益291百万円（前期比54.5％減）となりました。セグメント別の状況は、次のとおりであります。

（事業の種類別セグメントの業績の状況）

① 建設資材事業

　国内の建設業界における当社グループの営業基盤では、民間設備投資はやや回復傾向にあったものの、

公共工事の減少は依然厳しい状況のなか、シェアの拡大と生産効率の向上などに努めてまいりましたが、

減収減益となりました。一方、中国市場においては、販売拠点が増えたため増収となりましたが、競合各

社の熾烈な販売競争激化のため、減益となりました。

　以上の結果、建設資材事業の売上高は8,494百万円（前期比4.9％増）、営業利益370百万円（前期比　

16.2％減）となりました。

② 電設資材事業

　電設資材事業では、各拠点での収益性重視の営業活動を展開したことと、民間需要の受注増に加えて、

原材料の高騰分を販売価格に転嫁、コストダウンにより増収増益となりました。

　以上の結果、電設資材事業の売上高は20,491百万円（前期比11.8％増）、営業利益は227百万円（前期

比71.6％増）となりました。

③ 石油・オート事業

　石油部門では、度重なる原油価格高騰により販売競争が激化し、原価上昇分を十分に反映できなかった

ことで粗利益が確保できず減収減益となりました。オート部門では、自動車販売、車両整備部門の競争激

化により減収減益となりました。

　以上の結果、石油・オート事業の売上高は6,570百万円（前期比6.1％減）、営業損失は16百万円（前期

は35百万円の営業利益）となりました。

④ 請負工事事業

　請負工事事業では、公共工事の減少が続くなか、建設部門は減収減益となりましたが、解体部門は民間

の需要増で増収となったものの、競争激化により減益となりました。

　 ㈱高見澤(5283)平成19年６月期決算短信
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　以上の結果、請負工事事業の売上高は472百万円（前期比30.2％減）、営業損失1百万円（前期は7百万

円の営業利益）となりました。

⑤ その他事業

　青果部門では、売上はほぼ前年並みに推移したものの、天候不順により収穫量不足による原価高となり

減益となりました。運送部門では、輸送効率改善により増収となりましたが、燃料価格の高騰により減益

となりました。不動産部門では、売買物件の販売増により増収増益となりました。また、農業用機械製造

販売部門では、改良型機械の販売が増加し、増収増益となりました。

　以上の結果、その他事業の売上高は2,894百万円（前期比7.5％増）、営業利益は72百万円（前期比　

52.6％減）となりました。

（次期の見通し）

次期の見通しにつきましては、海外経済は内需拡大が続く中国を中心とするアジア地域向けの輸出増加

は期待できるものの、国内経済は民間需要に支えられ、景気の回復基調は緩やかにみられるが、設備投資

の一服感や人件費の上昇等による企業収益の鈍化が見込まれるなど、不安材料を抱えた状況で推移し、依

然厳しい経営環境が続くものと予測されます。

　こうしたなか、当社グループにおきましては、全員で目標を共有化し、「提案営業力」を更に強化する

ことによる顧客満足の徹底と「高品質・ローコスト経営」の継続を柱として、持続的発展の経営基盤を構

築するため、全社一丸となって目標の達成に邁進する所存であります。

　こうした状況を勘案した次期の業績につきましては、連結売上高は39,000百万円、営業利益は600百万

円、経常利益は580百万円、当期純利益は460百万円となる見通しであります。

　 ㈱高見澤(5283)平成19年６月期決算短信

― 4 ―



(2) 財政状態に関する分析　

①資産、負債及び純資産の状況

 （イ） 資産の部

当連結会計年度の総資産は、現金及び預金、受取手形及び売掛金、たな資産の増加により、前連結会

計年度より1,927百万円（前期比8.5％）増加し、24,514百万円となりました。

 （ロ） 負債及び純資産の部

当連結会計年度の負債の合計は、長期借入金の減少、支払手形及び買掛金、短期借入金の増加によ

り、前連結会計年度より1,486百万円（前期比8.3％）増加し、19,424百万円となりました。

　当連結会計年度の純資産の合計は、主に利益剰余金の増加により、前連結会計年度より440百万円増

加し、5,090百万円となりました。

　②キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物は、前連結会計年度に比べ155百万円(前期

比14.2％)増加し、当連結会計年度は1,249百万円となっております。

 （イ） 営業活動によるキャッシュ・フロー

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローの減少額は93百万円（前期は464百万円

の増加）となりました。これは、主に税金等調整前当期純利益358百万円、減価償却費428百万円を計上

し、売上債権が799百万円増加したことによるものです。

 （ロ） 投資活動によるキャッシュ・フロー

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローの減少額は881百万円(前期は65百万円の

増加)となりました。これは、主に有形固定資産の取得による支出1,024百万円、補償金による収入67百

万円、新規連結子会社の取得による収入81百万円によるものです。

 （ハ） 財務活動によるキャッシュ・フロー

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローの増加額は1,122百万円（前期は525百万

円の減少）となりました。これは、主に短期借入金純増加額1,575百万円、長期借入金による収入1,810

百万円、長期借入金の返済による支出2,201百万円によるものです。

(参考)　キャッシュ・フロー関連指標の推移

　 平成16年６月期 平成17年６月期 平成18年６月期 平成19年６月期

自己資本比率 16.2％ 16.2％ 19.0％ 19.0％

時価ベースの自己資本比率 9.7％ 8.8％ 10.5％ 9.3％

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

12.5年 7.4年 23.6年 ―

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

3.4 5.8 1.8 ―

自己資本比率：自己資本／総資産
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産
キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー
インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い
※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。
※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。
※営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを利用し
ており、有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象と
しております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しておりま
す。
※当連結会計年度は営業キャッシュ・フローがマイナスのためキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びイン
タレスト・カバレッジ・レシオは、「―」で表示しております。

　 ㈱高見澤(5283)平成19年６月期決算短信
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(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社グループは、利益配当金による株主への利益還元を最重要施策の一つと位置づけ、財務体質の強化

と内部留保の蓄積を図り、安定的な配当の継続と業績に応じた利益配分を積極的に果たしていくことを基

本方針としております。

　内部留保金につきましては、会社が将来発展するための原資として、また、業務の一層の効率化を進め

るための生産設備の拡充・拠点の新設、人材育成・社員教育といった社内体制に充当することにより、経

営基盤の確立を進めてまいります。

　上記方針に基づき、平成19年６月期の配当金につきましては、１株につき２円50銭を予定しておりま

す。この結果、配当性向は7.5％になる見込みであります。内部留保資金につきましては、今後予想され

る経営変化に対応すべく、経営基盤の確立に活用いたし、一層の業績向上に努める所存であります。

　平成20年６月期の予想では、同じく上記基本方針に基づき１株２円50銭を予定しており、その結果、配

当性向は4.8％になる見込みであります。

(4) 事業等のリスク

本決算短信に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及

ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、本項に記載した予測及び可能性等の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断し

たものであり、将来に関する事項には不確実性を有しており、将来生じる実際の結果と大きく異なる可能

性もあります。

①減損会計について

　当社グループは、平成18年６月期より適用の「固定資産の減損に係る会計基準」に対応するため減損損

失の認識の判定を行っておりますが、その結果によっては当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

②中国進出について

　当社グループは、生コンクリート製造販売を目的に中国国内に合弁会社３社を立ち上げ進出しており、

中国国内の規制や経済情勢とさらなる元の切り上げにより、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が

あります。

③有利子負債について

　当社グループの有利子負債残高は当連結会計年度末現在で12,178百万円であり、借入依存度は49.7％と

なっております。将来市場金利が上昇した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。
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２　企業集団の状況  

当社の企業集団は、当社と子会社６社及び関連会社２社より構成され、その事業内容及び当社と関係会
社の事業に係る位置付け並びに事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。
・事業区分は事業の種類別セグメントと同一であります。
・烟台高見澤混疑土有限公司、溜博高見澤混疑土有限公司及び山東建澤混疑土有限公司の３社は中華人民
共和国山東省において現地向けに生コンクリートの製造販売を行っております。

事業区分 事業内容 会社名

建設資材事業

コンクリート二次製品、生コンクリート・砂利・砂の製
造販売、セメント他建設資材の販売

株式会社高見澤　　　　　　　　＜提出会社＞
烟台高見澤混疑土有限公司　　　＜連結子会社＞
溜博高見澤混疑土有限公司　　　＜連結子会社＞
山東建澤混疑土有限公司　　　　＜関連会社＞
直江津臨港生コン株式会社　　　＜連結子会社＞

電設資材事業 電設資材、産業機器、空調システム等の販売 昭和電機産業株式会社　　　　　＜連結子会社＞

石油・オート事業 石油製品の販売、自動車の販売・整備 株式会社高見澤　　　　　　　　＜提出会社＞

請負工事事業 土木建築の請負、建築工事 株式会社高見澤　　　　　　　　＜提出会社＞
株式会社アグリトライ　　　　　＜連結子会社＞

その他事業

貨物自動車運送、一般廃棄物、産業廃棄物の処理処分と
その収集運搬事業、青果物の販売、肥料の販売、食品加
工品の製造販売、コーンコブの輸入販売、不動産売買・
媒介及び管理、損害保険代理業務、ゴルフ練習場の経営、
飲食店の経営、農業用機械の製造販売、ミネラルウォー
ターの製造販売、ケーブルテレビ局経営

株式会社高見澤　　　　　　　　＜提出会社＞
オギワラ精機株式会社　　　　　＜連結子会社＞
テレビ北信ケーブルビジョン株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　＜関連会社＞
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３　経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

当社グループは、「顧客、株主、社員とその家族、地域社会」への貢献を企業経営の最重要項目と捉

え、存在価値のあり続ける企業を目指し経営に当たっております。

(2) 目標とする経営指標

当社グループは、連結重視の観点から、３年後（平成22年度）の連結指標を次のように設定し業績の向

上、達成に全力で取り組む所存であります。

　　　　　　　　　　売上高　　　４８６億円

　　　　　　　　　　経常利益　　　１０億円

(3) 中長期的な会社の経営戦略

当社グループは、常に創業の精神を保持し、新しい時代を視野に入れ、時代・社会・環境の共感と協調

を大切にしながら、時代を先取りする「提案型企業」を目指しております。今後は、ますます変化が進む

時代に対応すべく、全員参加の経営と総合力の構築を目指し、顧客の立場で考え、ニーズと期待に応えな

がら満足を提供出来るよう一層の努力を図り、新しい発想で事業を展開してまいります。

　当社グループは、このベースの上に立ち、以下の項目を中長期的な戦略と位置づけ、実施してまいる所

存であります。

①グループ各社の経営力をより強固にするため、経営意思決定のスピード化を図る。

②「収益基盤の拡充」を最重要課題として、コア事業の育成に取り組んでいく。

③キャッシュ・フロー重視の経営に徹し、財務体質の強化と改善を図る。

④営業力の強化を図り、良質な製品とサービスの提供を通して、お客様の信頼に応えるべく提案営業を行

う。

⑤グループ各社の将来展望に立ち、時代と社会の要請に応え得る新しい事業の開発を模索し、その実現　

を図る。（リサイクル事業、環境保全事業、アグリ事業、フードサービス事業等）

⑥事業再構築により、スリムで筋肉質な企業体質への転換を図る。

⑦経営資源の見直しと生産体制の効率化、原価の低減化を徹底させ、コスト競争に対処する。

(4) 会社の対処すべき課題

当社グループは、営業力強化及びコスト削減等を推し進めるとともに、「選択と集中」を合言葉とし、

統廃合等により強い経営体質へ向け改善を図ってまいりました。

　今後につきましては、地域に密着した経営拠点の充実を図り、既存事業の収益性を重視した営業力強化

と「選択と創造」を合言葉に新たなるコア事業への展開も進めてまいります。

(5) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）

　当社は、取締役による迅速な意思決定と取締役会の活性化を目指すとともに、取締役相互の経営監視と

コンプライアンスの徹底に取り組んでおります。また、社外監査役を含む監査役機能の充実により、経営

の健全性の維持・強化を図っております。 
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（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況）

①会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他コーポレート・ガバナンス体制の状

況

（イ）会社の機関の内容

　取締役会は、取締役12名（全員が社内取締役）で構成され、毎月１回以上取締役会を開催し経営の基本

方針、法令で定められた事項及びその他経営に関する重要事項について協議・決定をするとともに業務執

行状況を監督しております。

　当社は、監査役制度を採用しており、監査役会は、監査役３名（うち社外監査役２名）で構成されてお

ります。

　監査役会は、策定された監査方針及び監査計画に基づき、取締役会をはじめとする重要な会議への出席

や、業務・財産の状況の調査等を通じ、取締役及び業務全般の執行に対し厳正な監視を行っております。

（ロ）内部統制システムの整備の状況

　コンプライアンスに関する社内ルールは、社内規程及び経営理念等により確立しており、総務部より各

事業部に対し直接指導監督を行う体制を構築しております。また、法規範レベルのコンプライアンスを徹

底するために、顧問契約を結んでいる法律事務所及び会計事務所より法律面と専門知識面での適切な助言

を受け対応しております。

（ハ）リスク管理体制の整備の状況

　事業等のリスクは多様化しており、いつどこにどのようなリスクが存在するか把握し、これらに対して

迅速かつ適切に対応するため、リスクの種類に応じた対策チームを設けるなど、安定的な経営のための管

理体制を構築しております。

（ニ）内部監査及び監査役監査、会計監査の状況

　本社管理部門及び経営企画室室内に担当者を配属し、業務活動全般に関し、その計画・手続の妥当性や

業務実施の有効性の確認を行っております。なお、内部監査室を設置し内部監査体制を強化しておりま

す。
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（ホ）業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名等

　会計監査につきましては、あずさ監査法人が監査契約に基づき実施しております。当連結会計年度にお

いて業務を執行した公認会計士は次のとおりであり、継続監査年数が７年を超えるものはおりません。

　　　　　　指定社員　　　業務執行社員　　　平田　稔

　　　　　　指定社員　　　業務執行社員　　　福井　利幸

　なお、監査業務に係る補助者は、公認会計士４名、その他３名であります。

③役員報酬の内容

　当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。

　　　　　　取締役の年間報酬総額 69百万円

　　　　　　監査役の年間報酬総額 ８百万円 （うち社外監査役　１百万円） 計 78百万円

④監査報酬の内容

　当事業年度における当社の監査法人に対する監査報酬は以下のとおりであります。

　　　　　　公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 12百万円
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４　連結財務諸表

(1) 連結貸借対照表

　

　 　
前連結会計年度

(平成18年６月30日)

当連結会計年度

(平成19年６月30日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 ※４ 　 1,482 　 　 1,638 　 　 155

　２　受取手形及び売掛金
※４

※６
　 7,474 　 　 8,330 　 　 855

　３　たな卸資産 ※４ 　 1,551 　 　 1,827 　 　 275

　４　繰延税金資産 　 　 227 　 　 318 　 　 91

　５　その他 　 　 560 　 　 595 　 　 35

　６　貸倒引当金 　 　 △148 　 　 △159 　 　 △11

　　　流動資産合計 　 　 11,148 49.4 　 12,550 51.2 　 1,402

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物及び構築物
※４

※７
7,088 　 　 7,004 　 　 △83 　

　　　　減価償却累計額 　 4,321 2,766 　 4,370 2,633 　 49 △133

　　(2) 機械装置及び運搬具 ※７ 4,179 　 　 4,531 　 　 351 　

　　　　減価償却累計額 　 3,482 697 　 3,616 914 　 134 217

　　(3) 土地
※４

※５
　 5,616 　 　 5,867 　 　 251

　　(4) 建設仮勘定 　 　 99 　 　 193 　 　 94

　　(5) その他 ※７ 1,401 　 　 1,399 　 　 △1 　

　　　　減価償却累計額 　 1,285 115 　 1,265 133 　 △20 18

　　　有形固定資産合計 　 　 9,295 41.1 　 9,743 39.7 　 448

　２　無形固定資産 　 　 196 0.9 　 190 0.8 　 △6

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券
※１

※４
　 417 　 　 420 　 　 2

　　(2) 敷金・保証金 　 　 389 　 　 396 　 　 7

　　(3) 破産債権・更生債権

　　　　その他これらに準ずる

　　　　債権

　 　 574 　 　 692 　 　 117

　　(4) 繰延税金資産 　 　 100 　 　 121 　 　 21

　　(5) その他 ※１ 　 1,135 　 　 1,232 　 　 97

　　(6) 貸倒引当金 　 　 △671 　 　 △834 　 　 △162

　　　投資その他の資産合計 　 　 1,946 8.6 　 2,030 8.3 　 83

　　　固定資産合計 　 　 11,438 50.6 　 11,963 48.8 　 525

　　　資産合計 　 　 22,587 100.0 　 24,514 100.0 　 1,927
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前連結会計年度

(平成18年６月30日)

当連結会計年度

(平成19年６月30日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形及び買掛金
※４

※６
　 3,460 　 　 4,106 　 　 646

　２　短期借入金 ※４ 　 5,657 　 　 7,398 　 　 1,740

　３　未払法人税等 　 　 48 　 　 63 　 　 14

　４　役員賞与引当金 　 　 6 　 　 ─ 　 　 △6

　５　賞与引当金 　 　 46 　 　 66 　 　 19

　６　未決算特別勘定 ※８ 　 207 　 　 ─ 　 　 △207

　７　その他
※４

※６
　 948 　 　 796 　 　 △151

　　　流動負債合計 　 　 10,373 45.9 　 12,431 50.7 　 2,057

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　長期借入金 ※４ 　 5,334 　 　 4,780 　 　 △554

　２　再評価に係る

　　　繰延税金負債
※５ 　 527 　 　 517 　 　 △10

　３　退職給付引当金 　 　 1,333 　 　 1,344 　 　 11

　４　役員退職慰労引当金 　 　 105 　 　 127 　 　 21

　５　連結調整勘定 　 　 90 　 　 ─ 　 　 △90

　６　負ののれん 　 　 ─ 　 　 57 　 　 57

　７　その他 　 　 171 　 　 165 　 　 △5

　　　固定負債合計 　 　 7,563 33.5 　 6,992 28.5 　 △571

　　　負債合計 　 　 17,937 79.4 　 19,424 79.2 　 1,486

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 1,264 5.6 　 1,264 5.1 　 ─

　２　利益剰余金 　 　 2,919 12.9 　 3,204 13.1 　 284

　３　自己株式 　 　 △5 △0.0 　 △6 △0.0 　 △1

　　　株主資本合計 　 　 4,179 18.5 　 4,461 18.2 　 282

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　その他有価証券評価

　　　差額金
　 　 73 0.3 　 94 0.4 　 21

　２　土地再評価差額金 ※５ 　 △37 △0.2 　 △52 △0.2 　 △14

　３　為替換算調整勘定 　 　 86 0.4 　 158 0.6 　 71

　　　評価・換算差額等合計 　 　 121 0.5 　 200 0.8 　 78

Ⅲ　少数株主持分 　 　 348 1.6 　 428 1.8 　 79

　　　純資産合計 　 　 4,649 20.6 　 5,090 20.8 　 440

　　　負債純資産合計 　 　 22,587 100.0 　 24,514 100.0 　 1,927
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(2) 連結損益計算書

　

　 　

前連結会計年度

(自　平成17年７月１日

至　平成18年６月30日)

当連結会計年度

(自　平成18年７月１日

至　平成19年６月30日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

Ⅰ　売上高 　 　 36,796 100.0 　 38,924 100.0 　 2,128

Ⅱ　売上原価 　 　 31,119 84.6 　 33,170 85.2 　 2,050

　　　売上総利益 　 　 5,676 15.4 　 5,754 14.8 　 77

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※４ 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　荷造運送費 　 409 　 　 356 　 　 △53 　

　２　貸倒引当金繰入額 　 142 　 　 95 　 　 △47 　

　３　役員報酬 　 109 　 　 160 　 　 50 　

　４　給与手当 　 2,273 　 　 2,320 　 　 46 　

　５　賞与引当金繰入額 　 46 　 　 66 　 　 19 　

　６　退職給付費用 　 118 　 　 168 　 　 50 　

　７　役員退職慰労

　　　引当金繰入額
　 20 　 　 13 　 　 △7 　

　８　法定福利費 　 283 　 　 290 　 　 7 　

　９　賃借料 　 214 　 　 239 　 　 24 　

　10　減価償却費 　 163 　 　 148 　 　 △15 　

　11　その他 　 1,294 5,076 13.8 1,305 5,163 13.3 11 86

　　　営業利益 　 　 599 1.6 　 591 1.5 　 △8

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 5 　 　 5 　 　 △0 　

　２　仕入割引 　 96 　 　 122 　 　 26 　

　３　連結調整勘定償却 　 57 　 　 ─ 　 　 △57 　

　４　負ののれん償却額 　 ─ 　 　 33 　 　 33 　

　５　不動産賃貸収入 　 48 　 　 45 　 　 △2 　

　６　持分法による投資利益 　 28 　 　 0 　 　 △28 　

　７　為替差益 　 ─ 　 　 37 　 　 37 　

　８　その他 　 88 323 0.9 55 300 0.8 △32 △22

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 264 　 　 275 　 　 11 　

　２　その他 　 31 295 0.8 52 328 0.8 21 32

　　　経常利益 　 　 627 1.7 　 563 1.5 　 △64
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前連結会計年度

(自　平成17年７月１日

至　平成18年６月30日)

当連結会計年度

(自　平成18年７月１日

至　平成19年６月30日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産売却益 ※１ 16 　 　 13 　 　 △2 　

　２　収益補償金 　 59 　 　 ― 　 　 △59 　

　３　受取補償金 　 ― 　 　 196 　 　 196 　

　４　保険補填金 　 ― 　 　 25 　 　 25 　

　５　その他 　 28 103 0.3 13 249 0.6 △14 145

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産売却損 ※２ 4 　 　 4 　 　 0 　

　２　固定資産除却損 ※３ 5 　 　 73 　 　 67 　

　３　固定資産圧縮損 　 ― 　 　 168 　 　 168 　

　４　貸倒引当金繰入額 　 ― 　 　 104 　 　 104 　

　５　減損損失 ※５ 137 　 　 77 　 　 △59 　

　６　その他 　 10 158 0.4 25 453 1.2 14 295

　　　税金等調整前当期純利益 　 　 573 1.6 　 358 0.9 　 △214

　　　法人税、住民税

　　　及び事業税
　 96 　 　 110 　 　 14 　

　　　法人税等調整額 　 △220 △124 △0.3 △103 7 △0.0 117 132

　　　少数株主利益 　 　 57 0.2 　 59 0.1 　 1

　　　当期純利益 　 　 640 1.7 　 291 0.8 　 △348
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(3) 連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自　平成17年７月１日　至　平成18年６月30日)

　
（単位　百万円）

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成17年６月30日残高 1,264 1,399 893 △3 3,553

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　

　資本剰余金の取崩 　 △1,399 1,399 　 ―

　当期純利益 　 　 640 　 640

　自己株式の取得 　 　 　 △1 △1

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

　 　 △13 　 △13

連結会計年度中の変動額合計 ― △1,399 2,026 △1 625

平成18年６月30日残高 1,264 ― 2,919 △5 4,179

　

（単位　百万円）

　

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成17年６月30日残高 42 △50 8 0 293 3,846

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　 　

　資本剰余金の取崩 　 　 　 ― 　 ―

　当期純利益 　 　 　 ― 　 640

　自己株式の取得 　 　 　 ― 　 △1

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

30 13 77 121 55 163

連結会計年度中の変動額合計 30 13 77 121 55 803

平成18年６月30日残高 73 △37 86 121 348 4,649
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当連結会計年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

　
（単位　百万円）

　
株主資本

資本金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年６月30日残高 1,264 2,919 △5 4,179

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 △21 　 △21

　当期純利益 　 291 　 291

　自己株式の取得 　 　 △1 △1

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

　 14 　 14

連結会計年度中の変動額合計 ─ 284 △1 282

平成19年６月30日残高 1,264 3,204 △6 4,461

　

（単位　百万円）

　

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年６月30日残高 73 △37 86 121 348 4,649

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 　 ─ 　 △21

　当期純利益 　 　 　 ─ 　 291

　自己株式の取得 　 　 　 ─ 　 △1

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

21 △14 71 78 79 171

連結会計年度中の変動額合計 21 △14 71 78 79 440

平成19年６月30日残高 94 △52 158 200 428 5,090

　

　 ㈱高見澤(5283)平成19年６月期決算短信

― 16 ―



(4) 連結キャッシュ・フロー計算書

　

　 　

前連結会計年度

(自　平成17年７月１日

至　平成18年６月30日)

当連結会計年度

(自　平成18年７月１日

至　平成19年６月30日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　

　１　税金等調整前当期純利益 　 573 358 △214

　２　減価償却費 　 402 428 25

　３　減損損失 　 137 77 △59

　４　貸倒引当金の増加額（△減少額） 　 26 163 136

　５　退職給付引当金の増加額（△減少額） 　 △188 11 199

　６　賞与引当金の増加額（△減少額） 　 3 19 16

　７　役員退職慰労引当金の増加額

　　　（△減少額）
　 11 21 10

　８　受取利息及び配当金 　 △11 △11 0

　９　連結調整勘定償却 　 △57 ─ 57

  10　負ののれんの償却 　 ─ △33 △33

　11　持分法による投資利益 　 △28 ─ 28

  12　為替差益 　 ─ △29 △29

　13　支払利息 　 264 275 11

  14　収用による移転補償金収益 　 ─ △196 △196

　15　固定資産売却益 　 △16 △13 2

　16　固定資産売却損 　 4 4 0

　17　固定資産除却損 　 5 73 67

　18　固定資産圧縮損 　 ─ 168 168

　19　売上債権の減少額（△増加額） 　 △292 △799 △506

　20　たな卸資産の減少額（△増加額） 　 28 △244 △273

　21　前渡金の減少額（△増加額） 　 30 ─ △30

　22　長期前渡金の減少額（△増加額） 　 △79 ─ 79

　23　破産債権・更生債権その他これらに

　　　準ずる債権の減少額（△増加額）
　 △74 △108 △34

　24　敷金保証金の減少額(△増加額) 　 △7 △7 △0

　25　仕入債務の増加額（△減少額） 　 105 420 314

　26　前受金の増加額（△減少額） 　 30 22 △8

　27　未払金の増加額（△減少額） 　 70 △226 △296

　28　その他 　 △97 △117 △20

　　　　小計 　 841 255 △585

　29　利息及び配当金の受取額 　 40 15 △25

　30　利息の支払額 　 △262 △268 △5

　31　法人税等の支払額 　 △154 △96 57

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 464 △93 △558

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　

　１　補償金による収入 　 156 67 △89

　２　有形固定資産の取得による支出 　 △223 △1,024 △800

　３　有形固定資産の売却による収入 　 153 53 △100

　４　無形固定資産の取得による支出 　 △6 ─ 6

　５　投資有価証券の取得による支出 　 △0 △20 △19

　６　投資有価証券の売却による収入 　 ─ 24 24

　７　新規連結子会社の取得による収入 ※２ ─ 81 81

　８　貸付による支出 　 △18 △27 △9

　９　貸付金の回収による収入 　 21 22 1

　10　定期預金の預入れによる支出 　 △48 △48 0

　11　定期預金の払戻しによる収入 　 28 48 20

　12　長期立替金の支払いによる支出 　 ─ △43 △43

　13　その他 　 2 △16 △18

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 65 △881 △947
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前連結会計年度

(自　平成17年７月１日

至　平成18年６月30日)

当連結会計年度

(自　平成18年７月１日

至　平成19年６月30日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　

　１　短期借入金純増減 　 774 1,575 800

　２　長期借入による収入 　 900 1,810 910

　３　長期借入金の返済による支出 　 △2,191 △2,201 △10

　４　親会社の配当金による支出 　 － △21 △21

　５　少数株主への配当金による支出 　 △7 △37 △29

　６　その他 　 △1 △2 △1

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 △525 1,122 1,647

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　 4 8 4

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額(△減少額) 　 9 155 146

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 　 1,084 1,093 9

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 　 1,093 1,249 155
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(5) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　
前連結会計年度

(自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

１　連結の範囲に関する事項

　連結子会社の数　５社

　　連結子会社の名称

昭和電機産業株式会社 　

直江津臨港生コン株式会社 　

烟台高見澤混凝土有限公司 　

淄博高見澤混凝土有限公司 　

オギワラ精機株式会社 　

　

１　連結の範囲に関する事項

　連結子会社の数　６社

　　連結子会社の名称

昭和電機産業株式会社 　

直江津臨港生コン株式会社 　

烟台高見澤混凝土有限公司 　

淄博高見澤混凝土有限公司 　

オギワラ精機株式会社 　

株式会社アグリトライ 　

（注）株式会社アグリトライは平成19年３月30日の株式

取得に伴い当連結会計年度より連結子会社となりま

した。

　　　なお、みなし取得日を平成19年３月31日としてい

るため、当連結会計年度はみなし取得日現在の貸借

対照表のみを連結しております。

２　持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法適用の関連会社

　　　山東建澤混凝土有限公司１社であります。

２　持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法適用の関連会社の数　１社

　　　会社の名称
山東建澤混凝土有限公司 　

　(2) 持分法適用会社である山東建澤混凝土有限公司の

決算日は12月31日でありますが、４月30日を仮決算

日とした決算を行い持分法を適用しております。

  (2) 持分法を適用しない関連会社の名称

テレビ北信ケーブルビジョン株式会社

　　持分法を適用しない理由

　　　持分法非適用会社は、当期純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重

要性がないため、持分法の適用から除外しておりま

す。

──────── 　(3) 持分法適用会社である山東建澤混凝土有限公司の

決算日は12月31日でありますが、４月30日を仮決算

日とした決算を行い持分法を適用しております。

３　連結子会社の事業年度に関する事項

　　在外子会社である烟台高見澤混凝土有限公司及び溜

博高見澤混凝土有限公司の決算日は12月31日であり、

連結財務諸表の作成に当たって４月30日を仮決算日と

した決算を行っております。

　　なお、連結決算日との間に生じた重要な取引に関し

ては連結決算上必要な調整を行っております。

　　その他の連結子会社の決算日は連結決算日と一致し

ております。

３　連結子会社の事業年度に関する事項

　　国内連結子会社である株式会社アグリトライの決算

日は３月31日であります。また、在外子会社である烟

台高見澤混凝土有限公司及び溜博高見澤混凝土有限公

司の決算日は12月31日であり、連結財務諸表の作成に

当たって４月30日を仮決算日とした決算を行っており

ます。　　

　　なお、連結決算日との間に生じた重要な取引に関し

ては連結決算上必要な調整を行っております。

　　その他の連結子会社の決算日は連結決算日と一致し

ております。

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　①　有価証券

　　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

　　　　　決算末日の市場価格等に基づく時価法

　　　　　(評価差額は部分純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定)

　　　　時価のないもの

　　　　　移動平均法による原価法

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　①　有価証券

　　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

同左　　　　　

　　　　　

　

　　　　時価のないもの

　　　　　　　　　　　 同左
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前連結会計年度
(自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

　　②　たな卸資産

　　　　主として、総平均法による原価法

　　②　たな卸資産

　　　　　　　　　　 　同左

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　①　有形固定資産

　　　　当社及び国内連結子会社は定率法を採用し、在

外子会社については定額法を採用しております。

　　　　ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建

物附属設備を除く。)については定額法を採用して

おります。

　　　　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　　　　建物及び構築物　　　10年～50年

　　　　　機械装置及び運搬具　４年～12年

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　①　有形固定資産

　　　　当社及び国内連結子会社は定率法を採用し、在

外子会社については定額法を採用しております。

　　　　ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建

物附属設備を除く。)については定額法を採用して

おります。

　　　　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　　　　建物及び構築物　　　10年～50年

　　　　　機械装置及び運搬具　４年～12年

（減価償却方法の変更）

　　当連結会計年度から、法人税法の改正に伴い、平成
19年４月１日以降取得の固定資産については、改正法
人税法に規定する償却方法により、減価償却費を計上
しております。

　　なお、この変更に伴う売上総利益、営業利益、経常
利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微
であります。

　　②　無形固定資産

　　　　定額法によっております。

　　　　ただし、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

　　②　無形固定資産

　　　　　　　　　　 　同左

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、当社及

び国内連結子会社において、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

　　　　なお、在外連結子会社は、個別に債権の回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

　　　　　　　　　　　 同左

　　②　賞与引当金

　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額

基準により計上しております。

　　②　賞与引当金

　　　　　　　　 　　　同左

　　③　役員賞与引当金

　　　　役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に

より計上しております。

────────

　　④　退職給付引当金

　　　　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年度末において発生してい

ると認められる額を計上しております。

　　　　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間内の一定の年数(10年)による定額

法により、発生の翌連結会計年度から費用処理す

ることとしております。

（追加情報）

　　国内連結子会社である昭和電機産業株式会社は、確
定拠出年金法の施行に伴い、平成18年4月に退職一時金
制度の一部について確定拠出年金制度へ移行し、「退
職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計
基準適用指針第1号）を適用しております。

　　本移行に伴う損益への影響はありません。

　　③　退職給付引当金

同左　　　　

　

　

　

　　　　

　

　

　

────────
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前連結会計年度
(自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

　　⑤　役員退職慰労引当金

　　　　当社及び連結子会社２社（昭和電機産業株式会

社及びオギワラ精機株式会社）は役員の退職慰労

金の支出に備えるため、内規による期末要支給額

を計上しております。

　　④　役員退職慰労引当金

同左

　(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

　　　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。なお、在外子会社等の資産及び負債は、

決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数

株主持分に含めております。

　(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

　　　　　　　　　　　 同左

　(5) 重要なリース取引の処理方法

　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。

　(5) 重要なリース取引の処理方法

　　　　　　　　　　　 同左

　(6) 重要なヘッジ会計の方法

　　①　ヘッジ会計の方法

　　　金利スワップについては、特例処理の要件を満た

しているため、特例処理を採用しております。

　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　（ヘッジ手段）

　　　　金利スワップ

　　　（ヘッジ対象）

　　　　借入金の利息

　(6) 重要なヘッジ会計の方法

　　①　ヘッジ会計の方法

　　　　　　　　　　　 同左

　

　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　　　　　　　　 同左

　　③　ヘッジ方針

　　　当社グループは、借入金の金利変動リスクを回避

する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッ

ジ対象の識別は個別契約毎に行っております。

　　④　ヘッジ有効性評価の方法

　　　金利スワップについては、特例処理の要件を満た

しているため、有効性の判定を省略しております。

　　③　ヘッジ方針

　　　　　　　　　　　 同左

　

　

　　④　ヘッジ有効性評価の方法

　　　　　　　　　　　 同左

　(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　　①　消費税等の会計処理

　　　　税抜方式を採用しております。

　　②　連結納税制度の適用

　　　連結納税制度を適用しております。

　(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　　①　消費税等の会計処理

　　　　　　　　　　　 同左

　　②　連結納税制度の適用　　　

　　　　　　　　　　　 同左

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　　連結子会社の資産及び負債の評価方法は部分時価法

によっております。

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　　　　　　　　　　　 同左

６　連結調整勘定の償却に関する事項

　　連結調整勘定は、発生年度よりその効果の発現する

期間の見積が可能なものについては、その見積年数で、

その他のものについては５年間で均等償却しておりま

す。

　ただし、金額が僅少な場合は、発生時の損益として

処理しております。

６　負ののれんの償却に関する事項

　　負ののれんの償却は５年間で均等償却しております。

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現金、要求払預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する流動性の高い短期投資からなっております。

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　　　　　　　　　　 同左
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(6) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

　
前連結会計年度

(自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会　平成15年10月31日　企業会計基準適用指針第

６号）を適用しております。

　これにより税金等調整前当期純利益が137百万円減少し

ております。

　なお、当該固定資産は当連結会計年度に売却しており

ます。

（役員賞与に関する会計基準）

　当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基準第

４号）を適用しております。

　これにより営業利益、経常利益及び税金等調整前当期

純利益が、6百万円減少しております。　　　　

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12

月９日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

4,300百万円であります。

　連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度にお

ける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則により

作成しております。

────────
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(表示方法の変更)

　
前連結会計年度

(自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

（連結貸借対照表）

　前連結会計年度まで流動資産の「その他」に含めて表

示しておりました「繰延税金資産」（前連結会計年度35

百万円）については、当連結会計年度において総資産額

の1/100を超えることとなったため、当連結会計年度より

区分掲記することといたしました。

（連結損益計算書）

　前連結会計年度まで区分掲記しておりました特別利益

の「償却債権取立益」（当連結会計年度1百万円）、「貸

倒引当金戻入額」（当連結会計年度5百万円）は金額が僅

少となったため、「その他」に含めて表示しております。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度まで投資活動によるキャッシュ・フロ

ーの「その他」に含めて表示しておりました「定期預金

の預入れによる支出」（前連結会計年度△41百万円）に

ついては重要性が増したため、当連結会計年度より区分

掲記することといたしました。

　

（連結貸借対照表）

　「連結調整勘定」は、当連結会計年度から「負ののれ

ん」として表示しております。

（連結損益計算書）

　「連結調整勘定償却」は、当連結会計年度から「負の

のれん償却額」として表示しております。

　前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて

表示しておりました「為替差益」（前連結会計年度26百

万円）は、当連結会計年度において営業外収益の10/100

を超えることとなったため、当連結会計年度より区分掲

記することといたしました。

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　「連結調整勘定償却」は、当連結会計年度から「負の

のれん償却額」として表示しております。

　前連結会計年度まで区分掲記しておりました営業活動

によるキャッシュ・フロー「持分法による投資利益」（当

連結会計年度△0百万円）「前渡金の減少額（△増加

額）」（当連結会計年度△4百万円）は明瞭性を高めるた

め、当連結会計年度から「その他」に含めて表示してお

ります。
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(7) 連結財務諸表に関する注記事項

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度

(平成18年６月30日)
当連結会計年度

(平成19年６月30日)

※１　関係会社に対するものが次のとおり含まれており

ます。

投資その他の資産
「その他」（出資金）

211百万円

※１　関係会社に対するものが次のとおり含まれており

ます。

投資有価証券 12百万円

投資その他の資産
「その他」（出資金）

227百万円

　２　偶発債務

　　　下記のとおり債務保証を行っております。

被保証人名 保証内容
保証額
(百万円)

㈲エコプラニング 銀行借入金 161

信州生コン㈱ 銀行借入金 260

計 ― 421

(注)　信州生コン㈱への債務保証は株主９社の連帯保証
であります。

　２　偶発債務

　　　下記のとおり債務保証を行っております。

被保証人名 保証内容
保証額
(百万円)

㈲エコプラニング 銀行借入金 155

信州生コン㈱ 銀行借入金 268

計 ― 424

(注)　信州生コン㈱への債務保証は株主９社の連帯保証
であります。

　３　手形割引高及び裏書譲渡高

受取手形割引高 52百万円

受取手形裏書譲渡高 1,934百万円

　３　手形割引高及び裏書譲渡高

受取手形割引高 38百万円

受取手形裏書譲渡高 1,893百万円

※４　担保に供している資産

現金及び預金 647百万円

受取手形及び売掛金 3,637百万円

たな卸資産 186百万円

建物及び構築物 1,745百万円

土地 4,936百万円

投資有価証券 313百万円

　　　　　計 11,467百万円

　　　担保権によって担保されている債務

支払手形及び買掛金 260百万円

短期借入金 3,829百万円

流動負債（その他） 0百万円

長期借入金 5,315百万円

　　　　　計 9,406百万円

(注)　なお、公共工事履行契約についての金融

機関保証１百万円に対し、現金及び預金

50百万円を担保に供しております。

※４　担保に供している資産

現金及び預金 329百万円

受取手形及び売掛金 931百万円

たな卸資産 292百万円

建物及び構築物 1,626百万円

土地 4,902百万円

投資有価証券 313百万円

　　　　　計 8,396百万円

　　　担保権によって担保されている債務

支払手形及び買掛金 224百万円

短期借入金 5,230百万円

流動負債（その他） 1百万円

長期借入金 4,780百万円

　　　　　計 10,237百万円

(注)　なお、公共工事履行契約についての金融

機関保証６百万円に対し、現金及び預金

50百万円を担保に供しております。

※５　土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布

法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評価を行っ

ております。

　　　再評価の方法は、土地の再評価に関する法律施行

令(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第４号

によるところの地価税計算のために公表された価額

に合理的な調整を行う方法とした。

　　　再評価差額のうち税効果相当額を負債の部の固定

負債に「再評価に係る繰延税金負債」として、その

他の金額を純資産の部に「土地再評価差額金」とし

て計上しております。

再評価を行った年月日 平成12年６月30日

再評価を行った土地の期末
における時価と再評価後の
帳簿価額との差額

△1,219百万円

※５　土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布

法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評価を行っ

ております。

　　　再評価の方法は、土地の再評価に関する法律施行

令(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第４号

によるところの地価税計算のために公表された価額

に合理的な調整を行う方法としております。　　

　　　再評価差額のうち税効果相当額を負債の部の固定

負債に「再評価に係る繰延税金負債」として、その

他の金額を純資産の部に「土地再評価差額金」とし

て計上しております。

再評価を行った年月日 平成12年６月30日

再評価を行った土地の期末
における時価と再評価後の
帳簿価額との差額

△1,261百万円
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前連結会計年度

(平成18年６月30日)
当連結会計年度

(平成19年６月30日)

────────　

　

※６　期末日満期手形の会計処理に関しては手形交換日

をもって決済処理をしております。

　なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であ

ったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含ま

れております。

受取手形 221百万円

支払手形 207百万円

設備等支払手形
その他流動資産（その他）

10百万円

　

────────　 ※７　圧縮記帳額

　石油・オート事業の用地の一部が北陸新幹線の建

設用地として収用されたため、代替資産について圧

縮記帳を行っております。取得価額から控除してい

る圧縮記帳額は次のとおりであります。

建物及び構築物 107百万円

機械装置及び運搬具 51百万円

有形固定資産（その他） 8百万円

　　　　　計 168百万円

　
※８　未決算特別勘定の内容

　　　石油・オート事業の用地の一部が北陸新幹線の建

設用地として収用されたため、今後取得予定の代替

資産に充てるため未決算特別勘定207百万円を計上し

ております。

────────　
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

※１　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 1百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

土地 13百万円

　　　　　計 16百万円

※１　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 6百万円

その他 7百万円

　　　　　計 13百万円

※２　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 3百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

その他 0百万円

無形固定資産 0百万円

　　　　　計 4百万円

※２　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 3百万円

機械装置及び運搬具 1百万円

　　　　　計 4百万円

※３　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 3百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

その他 1百万円

　　　　　計 5百万円

※３　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 62百万円

機械装置及び運搬具 3百万円

その他 3百万円

無形固定資産 3百万円

　　　　　計 73百万円

※４　一般管理費に含まれる研究開発費は、30百万円で

あります。

※４　一般管理費に含まれる研究開発費は、54百万円で

あります。

※５　減損損失

　　　当社グループは以下の資産グループについて減損

損失を計上しました。

用途 種類 場所

その他事業
ビジネスホテル 土地・建物 長野県中野市

　　　当社グループは、事業所・営業店舗毎に概ね独立

したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位にて

グルーピングを行っております。

　　　その他事業のビジネスホテルは、お客様の多くが

工事関係者で占められており、周辺工事の減少が続

き、また近隣スキー場等の観光客も減少し、収益性

が著しく低下しており、帳簿価額を回収可能価額ま

で減損し、当該減損額を減損損失（137百万円）とし

て特別損失に計上いたしました。

　　　減損損失の内訳は、土地30百万円、建物106百万円

であります。

　　　なお、当資産グループの回収可能額は正味売却価

額により測定しており、売却が予定されているため

売却価額により評価しております。

　　　当該固定資産は当連結会計年度に売却しておりま

す。

※５　減損損失

　当社グループは以下の資産グループについて減損

損失を計上しました。

用途 種類 場所

電設資材事業
長岡支店

土地・建物及び
構築物他

新潟県長岡市

電設資材事業
松本支店

土地・建物及び
構築物

長野県松本市

電設資材事業
飯田営業所

土地・建物及び
構築物他

長野県飯田市

石油・オート事業
中野給油所

土地・建物及び
構築物

長野県中野市

石油・オート事業
善光寺給油所

土地 長野県長野市

石油・オート事業
平林給油所

リース資産 長野県長野市

　　　当社グループは、事業所・営業店舗毎に概ね独立

したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位にて

グルーピングを行っております。

　　　電設資材事業の支店営業所は、取締役会において

移転が決議され早期に売却処分することが決定され

ました。また、石油・オート事業の給油所は、原油

価格の高騰による仕入原価が上昇し、販売競争の激

化により販売価格に転嫁できず、収益性が著しく低

下しております。以上により帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失（77百万円）

として特別損失に計上いたしました。その内訳は、

土地48百万円、建物及び構築物22百万円、リース資

産6百万円であります。

　　　なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値

により測定しており、電設資材事業は主要な資産の

経済的残存使用年数が１年以内であることから現在

価値に割り引いておらず、石油・オート事業は、将

来キャッシュ・フローを1.4％で割り引いて算定して

おります。
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(連結株主資本等変動計算書関係)

　
前連結会計年度(自　平成17年７月１日　至　平成18年６月30日)
　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式　(株) 8,792,000 ― ― 8,792,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式　(株) 22,716 4,360 ― 27,076

　（変動事由の概要）

　　増加数の内訳は次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　 4,360株

　

３　配当に関する事項

　(1) 当該連結会計年度中に行った剰余金の配当はありません。

　(2) 当該連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

決議 株式の種類
配当金
の原資

配当金
の総額

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成18年9月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 21百万円 ２円50銭 平成18年6月30日 平成18年9月28日

　

当連結会計年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)
　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式　(株) 8,792,000 ― ― 8,792,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式　(株) 27,076 6,504 ― 33,580

　（変動事由の概要）

　　増加数の内訳は次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　6,504株

　

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金
の総額

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成18年9月27日
定時株主総会

普通株式 21百万円 ２円50銭 平成18年6月30日 平成18年9月28日

　(2) 当該連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

決議 株式の種類
配当金
の原資

配当金
の総額

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成19年9月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 21百万円 ２円50銭 平成19年6月30日 平成19年9月27日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係

　 　

現金及び預金勘定 1,482百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△389百万円

現金及び現金同等物 1,093百万円
　

────────

　１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係

　 　

現金及び預金勘定 1,638百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△388百万円

現金及び現金同等物 1,249百万円

※２　株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳

　　　株式の取得により新たに株式会社アグリトライを

連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内

訳並びに株式の取得価格と取得のための収入（純額）

との関係は次のとおりであります。

流動資産 230百万円

固定資産 34百万円

流動負債 △219百万円

固定負債 △1百万円

負ののれん △0百万円

少数株主持分 △21百万円

株式の取得価格 23百万円

現金及び現金同等物 △104百万円

差引：新規連結子会社の取得に

よる収入
81百万円
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(セグメント情報)

１　事業の種類別セグメント情報

　

　

前連結会計年度
(自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日)

建設資材
事業

(百万円)

電設資材
事業

(百万円)

石油・
オート事業
(百万円)

請負工事
事業

(百万円)

その他
事業

(百万円)

計
　

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
　

(百万円)

Ⅰ　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対
　　　する売上高

8,097 18,328 7,000 677 2,693 36,796 ― 36,796

　(2) セグメント間の
　　　内部売上高又
　　　は振替高

137 14 296 37 247 733 (733) ―

計 8,234 18,342 7,296 715 2,940 37,529 (733) 36,796

　　営業費用 7,793 18,209 7,261 708 2,786 36,758 (562) 36,196

　　営業利益 441 132 35 7 153 770 (170) 599

Ⅱ　資産、減価償却費、減損
損失及び資本的支出 　 　 　 　 　 　 　 　

　　資産 6,435 7,869 2,274 205 3,762 20,547 2,039 22,587

　　減価償却費 217 53 36 4 75 388 14 402

　　減損損失 ― ― ― ― 137 137 ― 137

　　資本的支出 289 30 27 0 20 367 3 371

　

　

　

当連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

建設資材
事業

(百万円)

電設資材
事業

(百万円)

石油・
オート事業
(百万円)

請負工事
事業

(百万円)

その他
事業

(百万円)

計
　

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
　

(百万円)

Ⅰ　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対
　　　する売上高

8,494 20,491 6,570 472 2,894 38,924 ─ 38,924

　(2) セグメント間の
　　　内部売上高又
　　　は振替高

103 9 291 257 184 845 (845) ─

計 8,598 20,500 6,861 730 3,078 39,770 (845) 38,924

　　営業費用 8,228 20,273 6,878 731 3,006 39,118 (784) 38,333

　　営業利益 370 227 △16 △1 72 652 (61) 591

Ⅱ　資産、減価償却費、減損
損失及び資本的支出 　 　 　 　 　 　 　 　

　　資産 6,957 8,877 1,671 420 4,633 22,560 1,954 24,514

　　減価償却費 248 45 32 2 85 415 12 428

　　減損損失 ─ 39 38 ─ ─ 77 ─ 77

　　資本的支出 348 198 74 ─ 333 955 0 955
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(注) １　事業区分は製品・商品の種類・性質及び販売方法の類似性を考慮し、建設資材事業、電設資材事業、石油・オ

ート事業、請負工事事業、その他事業に区分しております。

２　各事業区分に属する主要内容

建設資材事業 ………コンクリート二次製品、生コンクリート・砂利・砂の製造販売、セメント他

建設資材の販売

電設資材事業 ………電設資材、産業機器、空調システム等の販売

石油・オート事業 ………石油製品の販売、自動車の販売・整備

請負工事事業 ………土木建築の請負、建築工事

その他事業 ………貨物自動車運送、一般廃棄物、産業廃棄物の処理処分とその収集運搬事業、

青果物の販売、肥料の販売、食品加工品の製造販売、コーンコブの輸入販売、

不動産売買・媒介及び管理、損害保険代理業務、ゴルフ練習場の経営、飲食

店の経営、ミネラルウォーターの製造販売、農業用機械の製造販売

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は前連結会計年度109百万円、当連結会

計年度63百万円であり、その主なものは、親会社の総務経理部門に係る費用であります。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は前連結会計年度2,270百万円、当連結会計年度

2,211百万円であり、その主なものは、親会社本社の長期投資資金及び管理部門に係る資産等であります。

５　減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用とその償却額が含まれております。

　

２　所在地別セグメント情報

前連結会計年度(自平成17年７月１日　至平成18年６月30日)

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合がいずれも

90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

当連結会計年度(自平成18年７月１日　至平成19年６月30日)

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合がいずれも

90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　

３　海外売上高

前連結会計年度(自平成17年７月１日　至平成18年６月30日)

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

当連結会計年度(自平成18年７月１日　至平成19年６月30日)

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

（借主側）

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　 　
機械装置及

び運搬具
(百万円)

　

有形

固定資産

「その他」
(百万円)

　
無形

固定資産
(百万円)

　
合計

(百万円)

取得価額
相当額 　 631 　 175 　 133 　 940

減価償却
累計額
相当額

　 357 　 71 　 53 　 482

期末残高
相当額 　 273 　 104 　 79 　 458

　 　
機械装置及

び運搬具
(百万円)

　

有形

固定資産

「その他」
(百万円)

　
無形

固定資産
(百万円)

　
合計

(百万円)

取得価額
相当額 　 501 　 157 　 146 　 805

減価償却
累計額
相当額

　 262 　 72 　 83 　 418

減損損失
累計額
相当額

　 3 　 2 　 ─ 　 6

期末残高
相当額 　 235 　 83 　 62 　 380

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 163百万円

１年超 326百万円

　合計 489百万円

②　未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高

　　　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 146百万円

１年超 267百万円

　合計 414百万円

リース資産減損勘定期末残高 6百万円

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 206百万円

減価償却費相当額 180百万円

支払利息相当額 18百万円

③　支払リース料、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失

支払リース料 195百万円

減価償却費相当額 174百万円

支払利息相当額 18百万円

減損損失 6百万円

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

　　　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。

（貸主側）

　 未経過リース料期末残高相当額

　　１年以内 4百万円

　　１年超 15百万円

　　　合計 20百万円

（注）　上記は、すべて転貸リース取引に係る貸主側の

未経過リース料期末残高相当額であります。

　なお、当該転貸リース取引は、おおむね同一条

件で第三者にリースしておりますので、ほぼ同額

の残高が上記の借主側の未経過リース料期末残高

相当額に含まれております。

（減損損失について）

　　リース資産に配分された減損損失はありませんので、

項目等の記載は省略しております。

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　　減価償却費相当額の算定方法

同左

　

　　　利息相当額の算定方法

同左

　

　

（貸主側）

　 未経過リース料期末残高相当額

　　１年以内 4百万円

　　１年超 11百万円

　　　合計 15百万円

（注）　上記は、すべて転貸リース取引に係る貸主側の

未経過リース料期末残高相当額であります。

　なお、当該転貸リース取引は、おおむね同一条

件で第三者にリースしておりますので、ほぼ同額

の残高が上記の借主側の未経過リース料期末残高

相当額に含まれております。
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(関連当事者との取引)

前連結会計年度(自　平成17年７月１日　至　平成18年６月30日)

関連当事者との取引

　役員及び個人主要株主等

属性 氏名 職業
議決権等の
被所有
割合(％)

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

主要株主(個人)
及びその近親者

髙見澤信一 ― 直接　15.08
不動産賃借料の支払（注）１ 10 ― ―

自宅の法面補強工事（注）２ 1 ― ―

役員及びその近
親者

髙見澤秀茂
当社代表取締役
中高砂利採取販売協同
組合理事長

直接　6.76

中高砂利採取販売協同組合か
らの受取手数料（注）３

1 ― ―

中高砂利採取販売協同組合よ
り材料の仕入等（注）４

3
支払手形及び

買掛金
0

浅川　洋 当社取締役 直接　0.56 自宅の解体工事（注）２ 1 ― ―

髙見澤雅人 当社取締役 直接　0.02 自動車の販売（注）２ 1 ― ―

鴇沢悦也
当社監査役
鴇沢会計事務所所長

直接　0.32 税務顧問料の支払（注）５ 1 ― ―

武田俊男
当社監査役
㈱武田代表取締役

直接　0.30

㈱武田へ建設資材の販売
（注）６

1
受取手形及び

売掛金
0

㈱武田より建設資材の購入
（注）６

1
支払手形及び

買掛金
0

(注)　上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

１　不動産賃借料の支払いについては、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。

　　なお、髙見澤信一氏は平成18年９月４日に逝去されました。

２　自宅の法面補強工事、自宅の解体工事及び自動車の販売については、一般取引先と同様に適正な見積に基づ

き交渉の上決定しております。

３　当社代表取締役が第三者(中高砂利採取販売協同組合)の代表者として行った取引であり、実費相当額を基準

に両者協議の上決定しております。

４　当社代表取締役が第三者(中高砂利採取販売協同組合)の代表者として行った取引であり、価格等は一般的取

引条件によっております。

５　当社監査役が当社の顧問税理士として行った取引であり、価格等は一般的取引条件によっております。

６　当社監査役が第三者(㈱武田)の代表者として行った取引であり、価格等は一般的取引条件によっております。
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当連結会計年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

関連当事者との取引

　役員及び個人主要株主等

属性 氏名 職業
議決権等の
被所有
割合(％)

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員及びその近
親者

髙見澤秀茂

当社代表取締役

直接　11.23

不動産賃借料の支払（注）１ 10 ─ ─

住宅解体工事(注）２ 4 ─ ─

贈答品販売(注）２ 1 ─ ─

中高砂利採取販売協同
組合　代表理事

中高砂利採取販売組合より材
料の仕入等(注）４

3 買掛金 0

中高砂利採取販売組合からの
受取手数料（注）３

1 ─ ─

浅川　洋 当社取締役 直接　0.58 自宅の法面補強工事(注）２ 3 ─ ─

原山稔明 当社取締役 直接　0.27 自動車の販売（注）２ 1 ─ ─

髙見澤雅人 当社取締役 直接　3.49 自宅の法面補強工事(注）２ 2 ─ ─

鴇沢悦也
当社監査役
鴇沢会計事務所所長

直接　0.35 税務顧問料の支払（注）５ 1 ― ─

武田俊男
当社監査役
㈱武田代表取締役

直接　0.34
㈱武田より建設資材の購入
（注）６

2
支払手形及び

未払金
1

髙見澤豊子 当社代表取締役の母 直接　7.30 自動車の販売（注）２ 1 ─ ─

髙見澤ちひろ 当社取締役の義娘 ─ 自動車の販売（注）２ 3 ─ ─

(注)　上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

１　不動産賃借料の支払いについては、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。

２　自宅の法面補強工事、住宅解体工事及び贈答品・自動車の販売については、一般取引先と同様に適正な見積

に基づき交渉の上決定しております。

３　当社代表取締役が第三者(中高砂利採取販売協同組合)の代表者として行った取引であり、実費相当額を基準

に両者協議の上決定しております。

４　当社代表取締役が第三者(中高砂利採取販売協同組合)の代表者として行った取引であり、価格等は一般的取

引条件によっております。

５　当社監査役が当社の顧問税理士として行った取引であり、価格等は一般的取引条件によっております。

６　当社監査役が第三者(㈱武田)の代表者として行った取引であり、価格等は一般的取引条件によっております。
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(税効果会計関係)
　
　

前連結会計年度
(平成18年６月30日)

当連結会計年度
(平成19年６月30日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　　繰延税金資産

　　　　貸倒引当金超過額 385百万円

　　　　たな卸資産評価損否認 357百万円

　　　　投資有価証券評価損否認 82百万円

　　　　退職給付引当金超過額 584百万円

　　　　繰越欠損金 677百万円

土地再評価に係る繰延税金

資産
326百万円

　　　　その他 209百万円

　　　繰延税金資産小計 2,622百万円

　　　評価性引当金 △2,245百万円

　　　繰延税金資産合計 377百万円

　 　

　　　繰延税金負債 　

　　　　その他有価証券評価差額金 △49百万円

　　　　土地再評価に係る
　　　　繰延税金負債

△527百万円

　　　繰延税金負債合計 △577百万円

　　　　繰延税金負債の純額 △199百万円
　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　　繰延税金資産

　　　　貸倒引当金超過額 301百万円

　　　　たな卸資産評価損否認 356百万円

　　　　投資有価証券評価損否認 41百万円

　　　　退職給付引当金超過額 544百万円

　　　　繰越欠損金 745百万円

土地再評価に係る繰延税金

資産
326百万円

　　　　その他 269百万円

　　　繰延税金資産小計 2,586百万円

　　　評価性引当金 △2,113百万円

　　　繰延税金資産合計 472百万円

　 　

　　　繰延税金負債 　

　　　　その他有価証券評価差額金 △32百万円

　　　　土地再評価に係る
　　　　繰延税金負債

△517百万円

　　　繰延税金負債合計 △549百万円

　　　　繰延税金負債の純額 △77百万円
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4%

（調整） 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.1%

住民税均等割等 3.4%

留保金課税 2.5%

評価性引当金 △55.5%

持分法投資利益 △2.0%

在外子会社税率差異 △9.0%

その他 △4.7%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △21.8%

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4%

（調整） 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 5.7%

住民税均等割等 5.2%

評価性引当金 △42.1%

在外子会社税率差異 △10.1%

その他 3.1%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 2.1%

　 　
　

(ストックオプション等)

前連結会計年度(自　平成17年７月１日　至　平成18年６月30日)及び当連結会計年度(自　平成18年７月

１日　至　平成19年６月30日)

該当事項はありません。

　

(企業結合等)

前連結会計年度(自　平成17年７月１日　至　平成18年６月30日)及び当連結会計年度(自　平成18年７月

１日　至　平成19年６月30日)

該当事項はありません。
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(有価証券関係)

　

前連結会計年度(自　平成17年７月１日　至　平成18年６月30日)

　

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分
取得原価
(百万円)

連結決算日における
連結貸借対照表

計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

　 　 　

　①　株式 227 349 122

　②　債券 4 5 0

小計 232 354 122

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

　 　 　

　①　株式 43 40 △3

小計 43 40 △3

合計 275 395 119

　

２　時価評価されていない有価証券

その他有価証券

　

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)

非上場株式 22

　

３　その他有価証券のうち満期があるものの連結決算後における償還予定額

　

区分
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

その他有価証券 　 　 　 　

　①　債券 　 　 　 　

　　　社債 ― 5 ― ―

合計 ― 5 ― ―

(注)　表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価格であります。
減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、
30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減
損処理を行っております。
なお、当連結会計年度において、減損処理を行ったその他有価証券はありません。
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当連結会計年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

　

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分
取得原価
(百万円)

連結決算日における
連結貸借対照表

計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

　 　 　

　①　株式 223 349 126

　②　債券 4 5 0

小計 228 355 126

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

　 　 　

　①　株式 45 42 △2

小計 45 42 △2

合計 273 397 124

　

２　時価評価されていない有価証券

その他有価証券

　

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)

非上場株式 22

　

３　その他有価証券のうち満期があるものの連結決算後における償還予定額

　

区分
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

その他有価証券 　 　 　 　

　①　債券 　 　 　 　

　　　社債 ─ 5 ─ ─

合計 ─ 5 ─ ─

(注)　表中の「取得原価」は、減損処理後の帳簿価格であります。
減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、
30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減
損処理を行っております。

なお、当連結会計年度において、減損処理を行ったその他有価証券はありません。
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(デリバティブ取引関係)

　

１　取引の状況に関する事項

　
前連結会計年度

(自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

(1)　取引の内容

金利スワップ取引を行っております。

(1)　取引の内容

同左

(2)　取引に対する取組方針

将来の金利の変動によるリスク回避を目的としており、

投機的な取引は行わない方針であります。

(2)　取引に対する取組方針

同左

(3)　取引の利用目的

借入金の金利変動リスクを回避する目的で利用してお

ります。

ヘッジ会計の方法

金利スワップについては特例処理の要件を満たして

いるため、特例処理を採用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段・・・金利スワップ

ヘッジ方法・・・借入金の利息

ヘッジ方針

当社グループは、借入金の金利変動リスクを回避す

る目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象

の識別は個別契約毎に行っております。

ヘッジ有効性の評価方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たし

ているため、有効性の判定を省略しております。

(3)　取引の利用目的

同左

(4)　取引に係るリスクの内容

金利スワップにおいては、市場金利の変動によるリス

クを有しております。

なお、デリバティブ取引の契約先は、信用度の高い国

内金融機関であり、相手先の契約不履行によるいわゆる

信用リスクは、ほとんどないと判断しております。

(4)　取引に係るリスクの内容

同左

(5)　取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の執行・管理は、事業年度の財務計

画に基づき立案され、契約は取締役会の承認を得て締結

することとなっております。

(5)　取引に係るリスク管理体制

同左

　

２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度（平成18年６月30日現在）

該当事項はありません。

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除

いております。

　

当連結会計年度（平成19年６月30日現在）

該当事項はありません。

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除

いております。
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(退職給付関係)

　

前連結会計年度(自　平成17年７月１日　至　平成18年６月30日)

　

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けて

おります。その他、一部の連結子会社においては、総合設立型の厚生年金基金制度及び特定退職金共済制

度に加入しております。上記厚生年金基金は、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算するこ

とができないため、年金基金への要拠出額を退職給付費用として処理しております。なお、当該年金基金

の年金資産総額のうち、平成18年６月30日現在の掛金拠出割合を基準として計算した年金資産額は、1,251

百万円であります。また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債

務の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。

一部の国内連結子会社は、平成18年４月に退職一時金制度の一部について確定拠出年金制度へ移行して

おります。

なお、在外子会社は、退職給付制度を設けておりません。

　

２　退職給付債務及びその内訳

　
前連結会計年度

(平成18年６月30日)

　 金額(百万円)

(1) 退職給付債務 △1,677

(2) 年金資産 148

(3) 未積立退職給付債務(1)＋(2) △1,529

(4) 未認識数理計算上の差異 196

(5) 連結貸借対照表計上額純額(3)＋(4) △1,333

(6) 退職給付引当金(5) △1,333

(注)　一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

退職一時金制度から確定拠出年金制度への一部移行に伴う影響額は次のとおりであります。

　　　　　　退職給付債務の減少　112百万円　　退職給付引当金の減少　112百万円

また、確定拠出年金制度への資産移換額は112百万円であり、８年間で移換する予定であります。

なお、当連結会計年度末時点の未移換額112百万円は、流動負債の「その他」(未払金)、固定負債の「その他」

（長期未払金）に計上しております。

　

３　退職給付費用の内訳

　
前連結会計年度

(自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日)

　 金額(百万円)

　　退職給付費用 　

(1) 勤務費用 63

(2) 利息費用 15

(3) 期待運用収益 △1

(4) 数理差異償却 21

(5) 厚生年金基金拠出額 43

(6) 確定拠出年金拠出額 6

計 150

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　
前連結会計年度

(平成18年６月30日)

(1) 割引率 1.3％

(2) 期待運用収益率 1.5％

(3) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(4) 数理計算上の差異の処理年数 10年
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当連結会計年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けて

おり、一部の連結子会社は退職金一時制度の一部について確定拠出金制度へ移行しております。その他、

一部の連結子会社においては、総合設立型の厚生年金基金制度及び特定退職金共済制度に加入しておりま

す。上記厚生年金基金は、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、

年金基金への要拠出額を退職給付費用として処理しております。なお、当該年金基金の年金資産総額のう

ち、平成19年６月30日現在の掛金拠出割合を基準として計算した年金資産額は、1,512百万円であります。

また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない

割増退職金を支払う場合があります。

なお、在外子会社は、退職給付制度を設けておりません。

　

２　退職給付債務及びその内訳

　
当連結会計年度

(平成19年６月30日)

　 金額(百万円)

(1) 退職給付債務 △1,688

(2) 年金資産 210

(3) 未積立退職給付債務(1)＋(2) △1,478

(4) 未認識数理計算上の差異 133

(5) 連結貸借対照表計上額純額(3)＋(4) △1,344

(6) 退職給付引当金(5) △1,344

(注)　一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

当連結会計年度末時点の未移換額 98百万円は、流動負債の「その他」(未払金)、固定負債の「その他」（長期

未払金）に計上しております。

　

３　退職給付費用の内訳

　
当連結会計年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

　 金額(百万円)

　　退職給付費用 　

(1) 勤務費用 89

(2) 利息費用 15

(3) 期待運用収益 △1

(4) 数理差異償却 24

(5) 厚生年金基金拠出額 46

(6) 確定拠出年金拠出額 26

計 200

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　
当連結会計年度

(平成19年６月30日)

(1) 割引率 1.3％

(2) 期待運用収益率 1.5％

(3) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(4) 数理計算上の差異の処理年数 10年
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

１株当たり純資産額 490.69円 １株当たり純資産額 532.29円

１株当たり当期純利益 73.07円 １株当たり当期純利益 33.29円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため、記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため、記載しておりません。

（注）１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。

　　

　１株当たり純資産額

　
前連結会計年度末
(平成18年６月30日)

当連結会計年度末
(平成19年６月30日)

純資産の部の合計額（百万円） 4,649 5,090

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 348 428

（うち少数株主持分） (348) (428)

普通株式に係る純資産額（百万円） 4,300 4,661

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
（株）

8,764,924 8,758,420

　

　１株当たり当期純利益

　
前連結会計年度

(自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

連結損益計算書上の当期純利益（百万円） 640 291

普通株式に係る当期純利益（百万円） 640 291

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 ― ─

普通株式の期中平均株式数（株） 8,766,542 8,762,093

　

(重要な後発事象)

　
前連結会計年度

(自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

　

該当事項はありません。

　

　

　

該当事項はありません。
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５　個別財務諸表

(1) 貸借対照表

　

　 　
前事業年度

(平成18年６月30日)

当事業年度

(平成19年６月30日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 ※１ 　 859 　 　 848 　 　 △11

　２　受取手形
※１

３,６
　 1,089 　 　 1,030 　 　 △58

　３　売掛金 ※３ 　 1,539 　 　 1,538 　 　 △0

　４　商品 　 　 201 　 　 202 　 　 0

　５　製品 　 　 416 　 　 479 　 　 62

　６　材料 　 　 39 　 　 44 　 　 5

　７　仕掛品 　 　 3 　 　 4 　 　 0

　８　未成工事支出金 　 　 7 　 　 23 　 　 16

　９　販売用不動産 ※１ 　 231 　 　 410 　 　 179

　10　貯蔵品 　 　 21 　 　 18 　 　 △3

　11　前渡金 　 　 3 　 　 3 　 　 0

　12　前払費用 　 　 67 　 　 61 　 　 △6

　13　繰延税金資産 　 　 199 　 　 255 　 　 56

　14　未収金 ※３ 　 418 　 　 533 　 　 114

　15　その他 ※３ 　 21 　 　 87 　 　 66

　16　貸倒引当金 　 　 △25 　 　 △34 　 　 △9

　　　流動資産合計 　 　 5,093 35.5 　 5,508 36.6 　 414

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物
※１

※７
4,429 　 　 4,438 　 　 8 　

　　　　減価償却累計額 　 2,771 1,657 　 2,801 1,637 　 29 △20

　　(2) 構築物 ※７ 1,225 　 　 1,166 　 　 △59 　

　　　　減価償却累計額 　 894 331 　 865 300 　 △28 △31

　　(3) 機械及び装置 ※７ 2,594 　 　 2,676 　 　 82 　

　　　　減価償却累計額 　 2,326 268 　 2,320 355 　 △5 87

　　(4) 車両運搬具 　 455 　 　 440 　 　 △14 　

　　　　減価償却累計額 　 422 32 　 400 40 　 △22 7

　　(5) 工具器具備品 ※７ 1,350 　 　 1,331 　 　 △18 　

　　　　減価償却累計額 　 1,244 105 　 1,208 123 　 △36 17

　　(6) 土地
※１

※２
　 3,932 　 　 4,031 　 　 98

　　　有形固定資産合計 　 　 6,328 44.1 　 6,488 43.0 　 159
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前事業年度

(平成18年６月30日)

当事業年度

(平成19年６月30日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

　２　無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 借地権 　 　 135 　 　 132 　 　 △3

　　(2) 電話加入権 　 　 16 　 　 16 　 　 ─

　　(3) その他 　 　 5 　 　 4 　 　 △1

　　　無形固定資産合計 　 　 158 1.1 　 153 1.0 　 △4

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 ※１ 　 337 　 　 337 　 　 0

　　(2) 関係会社株式 　 　 941 　 　 964 　 　 23

　　(3) 出資金 　 　 11 　 　 11 　 　 ─

　　(4) 関係会社出資金 　 　 483 　 　 601 　 　 117

　　(5) 関係会社長期貸付金 　 　 502 　 　 - 　 　 △502

　　(6) 破産債権・更生債権

　　　　その他これらに準ずる

　　　　債権

　 　 387 　 　 506 　 　 119

　　(7) 長期前払費用 　 　 69 　 　 63 　 　 △6

　　(8) 長期前渡金 　 　 639 　 　 683 　 　 43

　　(9) 敷金・保証金 　 　 189 　 　 185 　 　 △4

　 (10) その他 ※３ 　 73 　 　 172 　 　 98

　 (11) 貸倒引当金 　 　 △871 　 　 △601 　 　 269

　　　投資その他の資産合計 　 　 2,765 19.3 　 2,924 19.4 　 159

　　　固定資産合計 　 　 9,251 64.5 　 9,565 63.4 　 313

　　　資産合計 　 　 14,345 100.0 　 15,073 100.0 　 727
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前事業年度

(平成18年６月30日)

当事業年度

(平成19年６月30日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形
※１

３,６
　 1,132 　 　 1,192 　 　 59

　２　買掛金
※１

※３
　 699 　 　 810 　 　 111

　３　短期借入金 ※１ 　 2,488 　 　 3,145 　 　 657

　４　一年以内返済予定の

　　　長期借入金
※１ 　 1,154 　 　 1,357 　 　 202

　５　未払金 ※１ 　 265 　 　 223 　 　 △42

　６　未払法人税等 　 　 26 　 　 13 　 　 △13

　７　未払消費税等 　 　 31 　 　 ─ 　 　 △31

　８　未払費用 　 　 74 　 　 91 　 　 16

　９　前受金 　 　 21 　 　 38 　 　 17

　10　預り金 　 　 37 　 　 48 　 　 10

　11　設備関係支払手形 ※６ 　 25 　 　 34 　 　 9

　12　未決算特別勘定 ※８ 　 207 　 　 ― 　 　 △207

　13　役員賞与引当金 　 　 6 　 　 ― 　 　 △6

　14　その他 　 　 ― 　 　 6 　 　 6

　　　流動負債合計 　 　 6,171 43.0 　 6,962 46.2 　 791

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　長期借入金 ※１ 　 4,960 　 　 4,685 　 　 △275

　２　長期未払金 　 　 2 　 　 3 　 　 1

　３　長期預り保証金 　 　 70 　 　 74 　 　 4

　４　再評価に係る

　　　繰延税金負債
※２ 　 527 　 　 517 　 　 △10

　５　退職給付引当金 　 　 896 　 　 886 　 　 △9

　６　役員退職慰労引当金 　 　 58 　 　 69 　 　 10

　７　その他 　 　 ─ 　 　 6 　 　 6

　　　固定負債合計 　 　 6,515 45.4 　 6,242 41.4 　 △272

　　　負債合計 　 　 12,686 88.4 　 13,205 87.6 　 518

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 1,264 8.8 　 1,264 8.3 　 ―

　２　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1)利益準備金 　 ― 　 　 2 　 　 2 　

　　(2)その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　繰越利益剰余金 　 388 　 　 596 　 　 208 　

　　　　利益剰余金合計 　 　 388 2.7 　 599 4.0 　 210

　３　自己株式 　 　 △5 △0.0 　 △6 △0.0 　 △1

　　　株主資本合計 　 　 1,647 11.5 　 1,856 12.3 　 208

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　その他有価証券評価

　　　差額金
　 　 48 　 　 63 　 　 15

　２　土地再評価差額金 ※２ 　 △37 　 　 △52 　 　 △14

　　　評価・換算差額等合計 　 　 11 0.1 　 11 0.1 　 0

　　　純資産合計 　 　 1,658 11.6 　 1,868 12.4 　 209

　　　負債純資産合計 　 　 14,345 100.0 　 15,073 100.0 　 727
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(2) 損益計算書

　

　 　

前事業年度

(自　平成17年７月１日

至　平成18年６月30日)

当事業年度

(自　平成18年７月１日

至　平成19年６月30日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

Ⅰ　営業収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　建設資材事業収益 　 6,523 　 　 6,460 　 　 △62 　

　２　石油・オート事業収益 　 7,030 　 　 6,602 　 　 △428 　

　３　請負工事事業収益 　 679 　 　 472 　 　 △206 　

　４　その他事業収益 　 2,420 16,654 100.0 2,604 16,140 100.0 184 △513

Ⅱ　営業原価 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　建設資材事業原価 　 5,181 　 　 5,318 　 　 137 　

　２　石油・オート事業原価 　 6,123 　 　 5,708 　 　 △415 　

　３　請負工事事業原価 　 588 　 　 384 　 　 △204 　

　４　その他事業原価 　 1,669 13,564 81.4 1,828 13,240 82.0 158 △324

　　　営業総利益 　 　 3,089 18.6 　 2,900 18.0 　 △189

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※５ 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　荷造運送費 　 322 　 　 268 　 　 △54 　

　２　貸倒引当金繰入額 　 35 　 　 31 　 　 △3 　

　３　役員報酬 　 39 　 　 78 　 　 38 　

　４　給与手当 　 1,177 　 　 1,110 　 　 △67 　

　５　退職給付費用 　 14 　 　 64 　 　 49 　

　６　役員退職慰労引当金

　　　繰入額
　 10 　 　 12 　 　 2 　

　７　法定福利費 　 150 　 　 144 　 　 △5 　

　８　賃借料 　 126 　 　 136 　 　 10 　

　９　減価償却費 　 96 　 　 85 　 　 △11 　

　10　その他 　 839 2,812 16.9 813 2,745 17.0 △26 △67

　　　営業利益 　 　 277 1.7 　 155 1.0 　 △122

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 4 　 　 6 　 　 2 　

　２　受取配当金 ※４ 89 　 　 212 　 　 123 　

　３　不動産賃貸収入 　 16 　 　 22 　 　 6 　

　４　為替差益 　 ─ 　 　 33 　 　 33 　

　５　その他 　 56 167 1.0 39 314 2.0 △17 147

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 207 　 　 217 　 　 9 　

　２　その他 　 0 207 1.3 18 235 1.5 18 28

　　　経常利益 　 　 237 1.4 　 234 1.5 　 △3
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前事業年度

(自　平成17年７月１日

至　平成18年６月30日)

当事業年度

(自　平成18年７月１日

至　平成19年６月30日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産売却益 ※１ 16 　 　 13 　 　 △2 　

　２　収益補償金 　 59 　 　 ― 　 　 △59 　

　３　受取補償金 　 ― 　 　 196 　 　 196 　

　４　保険補填金 　 ― 　 　 25 　 　 25 　

　５　その他 　 15 91 0.6 3 238 1.5 △12 146

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産除却損 ※２ 2 　 　 73 　 　 70 　

　２　固定資産圧縮損 　 ― 　 　 168 　 　 168 　

　３　貸倒引当金繰入額 　 ― 　 　 104 　 　 104 　

　４　減損損失 ※６ 137 　 　 38 　 　 △98 　

　５　その他 ※３ 13 153 0.9 4 388 2.4 △8 234

　　　税引前当期純利益 　 　 175 1.1 　 84 0.5 　 △91

　　　法人税、住民税

　　　及び事業税
　 △8 　 　 △93 　 　 △84 　

　　　法人税等調整額 　 △248 △257 △1.5 △40 △133 △0.8 208 123

　　　当期純利益 　 　 432 2.6 　 217 1.3 　 △214
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(3) 株主資本等変動計算書

前事業年度(自　平成17年７月１日　至　平成18年６月30日)

　
（単位　百万円）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

国庫補助金
圧縮積立金

償却資産圧
縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成17年６月30日残高 1,264 1,399 172 40 42 48 △1,735 △3

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　 　

　資本準備金の取崩 　 △1,399 　 　 　 　 1,399 　

　利益準備金の取崩 　 　 △172 　 　 　 172 　

　国庫補助金圧縮積立金の取崩 　 　 　 △40 　 　 40 　

　償却資産圧縮積立金の取崩 　 　 　 　 △42 　 42 　

　別途積立金の取崩 　 　 　 　 　 △48 48 　

　当期純利益 　 　 　 　 　 　 432 　

　自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　 △1

　株主資本以外の項目の
　当期変動額(純額)

　 　 　 　 　 　 △13 　

事業年度中の変動額合計 ― △1,399 △172 △40 △42 △48 2,123 △1

平成18年６月30日残高 1,264 ― ― ― ― ― 388 △5

　

（単位　百万円）

　
株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
株主資本合計

その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算差額等
合計

平成17年６月30日残高 1,229 30 △50 △19 1,209

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　

　資本準備金の取崩 ― 　 　 ― ―

　利益準備金の取崩 ― 　 　 ― ―

　国庫補助金圧縮積立金の取崩 ― 　 　 ― ―

　償却資産圧縮積立金の取崩 ― 　 　 ― ―

　別途積立金の取崩 ― 　 　 ― ―

　当期純利益 432 　 　 ― 432

　自己株式の取得 △1 　 　 ― △1

　株主資本以外の項目の
　当期変動額(純額)

△13 17 13 31 17

事業年度中の変動額合計 418 17 13 31 449

平成18年６月30日残高 1,647 48 △37 11 1,658
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当事業年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

　
（単位　百万円）

　

株主資本

資本金

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年６月30日残高 1,264 ― 388 388 △5 1,647

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 2 △24 △21 　 △21

　当期純利益 　 　 217 217 　 217

　自己株式の取得 　 　 　 　 △1 △1

　株主資本以外の項目の
　当期変動額(純額)

　 　 14 14 　 14

事業年度中の変動額合計 ― 2 208 210 △1 208

平成19年６月30日残高 1,264 2 596 599 △6 1,856

　

（単位　百万円）

　
評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算差額等
合計

平成18年６月30日残高 48 △37 11 1,658

事業年度中の変動額 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 　 △21

　当期純利益 　 　 　 217

　自己株式の取得 　 　 　 △1

　株主資本以外の項目の
　当期変動額(純額)

15 △14 0 15

事業年度中の変動額合計 15 △14 0 209

平成19年６月30日残高 63 △52 11 1,868
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(4) 重要な会計方針

　
前事業年度

(自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日)

当事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

(2) その他有価証券

時価のあるもの

決算末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は部分純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

同左

　　

　　

　

　

　

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品、製品、材料、仕掛品

総平均法による原価法

販売用不動産、未成工事支出金

個別法による原価法

貯蔵品

　　最終仕入原価法による原価法

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品、製品、材料、仕掛品

同左

販売用不動産、未成工事支出金

同左

貯蔵品

同左

３　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法

　　ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建物附

属設備を除く。)については定額法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　建物　　　　　　15年～50年

　　機械及び装置　　５年～12年

３　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法

　　ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建物附

属設備を除く。)については定額法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　建物　　　　　　15年～50年

　　機械及び装置　　５年～12年

（減価償却方法の変更）

　　当事業年度から法人税法の改正に伴い、平成19年４

月１日以降取得の固定資産については、改正法人税法

に規定する償却方法により、減価償却費を計上してお

ります。

　　なお、この変更に伴う売上総利益、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽微であり

ます。

(2) 無形固定資産

定額法

　　ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間(５年)に基づく定額法

(2) 無形固定資産

同左

　

(3) 長期前払費用

定額法

(3) 長期前払費用

同左

４　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

４　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 役員賞与引当金

　役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額により

計上しております。

────────
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前事業年度

(自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日)

当事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

(3) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末に

おいて発生していると認められる額を計上しておりま

す。

　　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間内の一定の年数(10年)による定額法により、

発生の翌事業年度から費用処理することとしておりま

す。

(2) 退職給付引当金

同左

(4) 役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規による

期末要支給額を計上しております。

(3) 役員退職慰労引当金

同左

５　リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

５　リース取引の処理方法

同左

　

６　ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法
　　金利スワップについては、特例処理の要件を満たし

ているため、特例処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
　（ヘッジ手段）

　　金利スワップ

　（ヘッジ対象）

　　借入金の利息

(3) ヘッジ方針
　　借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワ

ップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約

毎に行っております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法
　　金利スワップについては、特例処理の要件を満たし

ているため、有効性の判定を省略しております。

６　ヘッジ会計の方法
同左

７　その他財務諸表作成のための重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

　　税抜方式を採用しております。

(2) 連結納税制度の適用

　　連結納税制度を適用しております。

７　その他財務諸表作成のための重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

同左

(2) 連結納税制度の適用

同左
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(会計処理の変更)

　
前事業年度

(自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日)

当事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会　平成15年10月31日　企業会計基準適用指針第

６号）を適用しております。

　これにより税引前当期純利益が137百万円減少しており

ます。

　なお、当該固定資産は当事業年度に売却しております。

（役員賞与に関する会計基準）

　当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基準第４

号）を適用しております。

　これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純利益

が、6百万円減少しております。

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月９

日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

1,658百万円であります。

　財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財

務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しており

ます。

────────
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(表示方法の変更)

　
前事業年度

(自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日)

当事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

―――――――

　

　

（貸借対照表）

　前事業年度まで区分掲記しておりました投資その他の

資産の「関係会社長期貸付金」（当事業年度100百万円）

は金額が資産の総額の1/100以下となったため、「その

他」に含めて表示しております。

　 （損益計算書）

　前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示

しておりました「為替差益」（前事業年度12百万円）に

ついては当事業年度において営業外収益の10/100を超え

ることとなったため、当事業年度より区分掲記すること

といたしました。
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(6) 個別財務諸表に関する注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成18年６月30日)
当事業年度

(平成19年６月30日)

※１　担保に供している資産

現金及び預金 329百万円

受取手形 877百万円

販売用不動産 186百万円

建物 1,066百万円

土地 3,208百万円

投資有価証券 313百万円

　　計 5,981百万円

　　担保権によって担保されている債務

支払手形 73百万円

買掛金 187百万円

短期借入金 1,168百万円

１年以内返済予定の

長期借入金
657百万円

未払金 0百万円

長期借入金 4,941百万円

　　計 7,028百万円

(注)　なお、公共工事履行契約についての金融機関
保証１百万円に対し、定期預金50百万円を担
保に供しております。

　　　連結子会社の借入金に対し、関係会社株式(帳
簿価額855百万円)を担保に供しております。

※１　担保に供している資産

現金及び預金 329百万円

受取手形 931百万円

販売用不動産 292百万円

建物 1,033百万円

土地 3,191百万円

投資有価証券 313百万円

　　計 6,092百万円

　　担保権によって担保されている債務

支払手形 30百万円

買掛金 194百万円

短期借入金 1,035百万円

１年以内返済予定の

長期借入金
1,337百万円

未払金 1百万円

長期借入金 4,685百万円

　　計 7,284百万円

(注)　なお、公共工事履行契約についての金融機関
保証６百万円に対し、定期預金50百万円を担
保に供しております。

　

※２　土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布
法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評価を行っ
ております。

　　　再評価の方法は、土地の再評価に関する法律施行
令(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第４号
によるところの地価税計算のために公表された価額
に合理的な調整を行う方法とした。

　　　再評価差額のうち税効果相当額を負債の部の固定
負債に「再評価に係る繰延税金負債」として、その
他の金額を純資産の部に「土地再評価差額金」とし
て計上しております。

※２　土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布
法律第34号)に基づき、事業用の土地の再評価を行っ
ております。

　　　再評価の方法は、土地の再評価に関する法律施行
令(平成10年３月31日公布政令第119号)第２条第４号
によるところの地価税計算のために公表された価額
に合理的な調整を行う方法としております。

　　　再評価差額のうち税効果相当額を負債の部の固定
負債に「再評価に係る繰延税金負債」として、その
他の金額を純資産の部に「土地再評価差額金」とし
て計上しております。

　再評価を行った年月日 平成12年６月30日
　再評価を行った土地の
　期末における時価と再評価
　後の帳簿価額との差額

△1,219百万円

　

　再評価を行った年月日 平成12年６月30日
　再評価を行った土地の
　期末における時価と再評価
　後の帳簿価額との差額

△1,261百万円

　

※３　関係会社項目
　　　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。
　　　流動資産

　受取手形及び売掛金 109百万円

　未収金 260百万円

　流動資産（その他） 3百万円

　　　流動負債

　支払手形及び買掛金 0百万円

※３　関係会社項目
　　　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。
　　　流動資産

受取手形及び売掛金 131百万円

未収金 459百万円

流動資産（その他） 55百万円
　　　固定資産

投資その他の資産

（その他）
100百万円

　　　流動負債

支払手形及び買掛金 2百万円
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前事業年度

(平成18年６月30日)
当事業年度

(平成19年６月30日)

　４　偶発債務

　　下記のとおり債務保証を行っております。

被保証人名 保証内容
保証額

(百万円)

㈲エコプラニング 銀行借入金 161

オギワラ精機㈱
銀行借入金 182

手形割引 52

信州生コン㈱ 銀行借入金 260

烟台高見澤混凝土有限公

司

設備代支払

債務
130

溜博高見澤混凝土有限公

司

設備代支払

債務
110

計 ― 898

(注)　信州生コン㈱への債務保証は株主９社の連帯保証

であります。

　４　偶発債務

　　下記のとおり債務保証を行っております。

被保証人名 保証内容
保証額

(百万円)

㈲エコプラニング 銀行借入金 155

オギワラ精機㈱
銀行借入金 183

手形割引 38

信州生コン㈱ 銀行借入金 268

計 ― 645

(注)　信州生コン㈱への債務保証は株主９社の連帯保証

であります。

────────

　　　

　５　裏書譲渡高

受取手形裏書譲渡高 16百万円

────────

　　　

※６　事業年度末日満期手形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理しております。

　なお、当事業年度末日が金融機関の休日であった

ため、次の事業年度末日満期手形が、当事業年度末

残高に含まれております。

受取手形 153百万円

支払手形 202百万円

設備関係支払手形 10百万円

　
────────

　　　

※７　圧縮記帳

　石油・オート事業の用地の一部が北陸新幹線の建

設用地として収用されたため、代替資産について圧

縮記帳を行っております。取得価額から控除してい

る圧縮記帳額は次のとおりであります。

建物 69百万円

構築物 37百万円

機械及び装置 51百万円

工具器具備品 8百万円

　　計 168百万円

※８　未決算特別勘定の内容

　　　石油・オート事業の用地の一部が北陸新幹線の建

設用地として収用されたため、今後取得予定の代替

資産に充てるため未決算特別勘定207百万円を計上し

ております。

────────
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日)

当事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

※１　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

　　建物

　　機械及び装置

1百万円

0百万円

　　車両運搬具 0百万円

　　土地 13百万円

　　　　計 16百万円

※１　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

　　機械及び装置 4百万円

　　車両運搬具 1百万円

　　工具器具備品 7百万円

　　　　計 13百万円

※２　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

　　建物 0百万円

　　機械及び装置 0百万円

　　車両運搬具 0百万円

　　工具器具備品 1百万円

　　　　計 2百万円

※２　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

　　建物 43百万円

　　構築物 19百万円

　　機械及び装置 3百万円

　　工具器具備品 3百万円

　　無形固定資産 3百万円

　　　　計 73百万円

　

※３　その他特別損失に含まれる固定資産売却損の内訳

は次のとおりであります。

　　建物

　　車両運搬具

3百万円

0百万円

　　工具器具備品

　　無形固定資産

0百万円

0百万円

　　　　計 3百万円

※３　その他特別損失に含まれる固定資産売却損の内訳

は次のとおりであります。

　　機械及び装置 1百万円

　　車両運搬具 0百万円

　　　　計 1百万円

※４　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

　　受取配当金 84百万円

※４　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

　　受取配当金 207百万円

※５　一般管理費に含まれる研究開発費は、30百万円で

あります。

※５　一般管理費に含まれる研究開発費は、54百万円で

あります。

※６　減損損失

　　　当社は以下の資産グループについて減損損失を計

上しました。

用途 種類 場所

その他事業

ビジネスホテル
土地・建物 長野県中野市

　　　当社は、事業所・営業店舗毎に概ね独立したキャ

ッシュ・フローを生み出す最小の単位にてグルーピ

ングを行っております。

　　　その他事業のビジネスホテルは、お客様の多くが

工事関係者で占められており、周辺工事の減少が続

き、また近隣スキー場等の観光客も減少し、収益性

が著しく低下しており、帳簿価額を回収可能価額ま

で減損し、当該減損額を減損損失（137百万円）とし

て特別損失に計上いたしました。

　　　減損損失の内訳は、土地30百万円、建物106百万円

であります。

　　　なお、当資産グループの回収可能額は正味売却価

額により測定しており、売却が予定されているため

売却価額により評価しております。

　　　当該固定資産は当事業年度に売却しております。

※６　減損損失

　　　当社は以下の資産グループについて減損損失を計

上しました。

用途 種類 場所

石油・オート事業

中野給油所
土地・建物 長野県中野市

石油・オート事業

善光寺給油所
土地 長野県長野市

石油・オート事業

平林給油所
リース資産 長野県長野市

　　　当社は、事業所・営業店舗毎に概ね独立したキャ

ッシュ・フローを生み出す最小の単位にてグルーピ

ングを行っております。

　　　石油・オート事業の給油所は、原油価格の高騰に

より仕入原価が上昇し、販売競争の激化により販売

価格に転嫁できず、収益性が著しく低下しており、

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失（38百万円）として特別損失に計上いたし

ました。

　　　減損損失の内訳は、土地26百万円、建物5百万円、

リース資産6百万円であります。

　　　なお、当資産グループの回収可能価額は、使用価

値により測定しており、将来キャッシュ・フローを

1.4％で割り引いて算定しております。
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(株主資本等変動計算書関係)

　

前事業年度(自　平成17年７月１日　至　平成18年６月30日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 前事業年度 増加 減少 当事業年度末

普通株式　(株) 22,716 4,360 ― 27,076

　（変動事由の概要）
増加数の内訳は次のとおりであります。
　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　 4,360株

　

当事業年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 前事業年度 増加 減少 当事業年度末

普通株式　(株) 27,076 6,504 ― 33,580

　（変動事由の概要）
増加数の内訳は次のとおりであります。
　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　 6,504株
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日)

当事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　 　
機械

及び装置
(百万円)

　
車両
運搬具
(百万円)

　
工具

器具備品
(百万円)

　 無形
固定資産
のその他
(百万円)

　
合計
　

(百万円)

取得価額
相当額 　 456　 139　 88

　
81　 766

減価償却
累計額
相当額

　 289　 52　 47
　

45　 435

期末残高
相当額 　 167　 87　 41　 36　 331

　 　
機械

及び装置
(百万円)

　
車両
運搬具
(百万円)

　
工具

器具備品
(百万円)

　 無形
固定資産
のその他
(百万円)

　
合計
　

(百万円)

取得価額
相当額 　 207　 249　 73

　
81　 612

減価償却
累計額
相当額

　 117　 126　 35
　

62　 340

減損損失
累計額
相当額

　 3　 ─　 2
　

─　 6

期末残高
相当額 　 86　 123　 35　 19　 265

　②　未経過リース料期末残高相当額
　　１年以内 131百万円
　　１年超 229百万円
　　　合計 360百万円

　②　未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減
損勘定期末残高
未経過リース料期末残高相当額
　　１年以内 110百万円
　　１年超 185百万円
　　　合計 295百万円

リース資産減損勘定期末残高 6百万円

　
　③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額
　支払リース料 172百万円
　減価償却費相当額 149百万円
　支払利息相当額 13百万円

　③　支払リース料、減価償却費相当額、支払利息相当
額及び減損損失
　支払リース料 154百万円
　減価償却費相当額 137百万円
　支払利息相当額 13百万円
　減損損失 6百万円

　④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　・減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

　　・利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。

（貸主側）

　 未経過リース料期末残高相当額

　　１年以内 4百万円
　　１年超 15百万円
　　　合計 20百万円

（注）　上記は、すべて転貸リース取引に係る貸主側の

未経過リース料期末残高相当額であります。

　なお、当該転貸リース取引は、おおむね同一条

件で第三者にリースしておりますので、ほぼ同額

の残高が上記の借主側の未経過リース料期末残高

相当額に含まれております。

（減損損失について）

　　リース資産に配分された減損損失はありませんので、

項目等の記載は省略しております。

　④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

　　・減価償却費相当額の算定方法

同左

　

　　・利息相当額の算定方法

同左

　

　

（貸主側）

　 未経過リース料期末残高相当額

　　１年以内 4百万円
　　１年超 11百万円
　　　合計 15百万円

（注）　上記は、すべて転貸リース取引に係る貸主側の

未経過リース料期末残高相当額であります。

　なお、当該転貸リース取引は、おおむね同一条

件で第三者にリースしておりますので、ほぼ同額

の残高が上記の借主側の未経過リース料期末残高

相当額に含まれております。
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(有価証券関係)

　

前事業年度(平成18年６月30日現在)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

　

当事業年度(平成19年６月30日現在)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成18年６月30日)
当事業年度

(平成19年６月30日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　　繰延税金資産

　　　　貸倒引当金超過額 332百万円

　　　　たな卸資産評価損否認 357百万円

　　　　投資有価証券評価損否認 79百万円

　　　　退職給付引当金超過額 362百万円

　　　　繰越欠損金 661百万円

　　　　土地再評価に係る繰延税金

資産
326百万円

　　　　その他 159百万円

　　　繰延税金資産小計 2,278百万円

　　　評価性引当金 △2,033百万円

　　　繰延税金資産合計 245百万円

　 　

　　　繰延税金負債 　

　　　　その他有価証券評価差額金 △33百万円

　　　　土地再評価に係る
　　　　繰延税金負債

△527百万円

　　　繰延税金負債合計 △560百万円

　　　　繰延税金負債の純額 △315百万円

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　　繰延税金資産

　　　　貸倒引当金超過額 239百万円

　　　　たな卸資産評価損否認 356百万円

　　　　投資有価証券評価損否認 38百万円

　　　　退職給付引当金超過額 359百万円

　　　　繰越欠損金 696百万円

　　　　土地再評価に係る繰延税金

資産
326百万円

　　　　その他 138百万円

　　　繰延税金資産小計 2,155百万円

　　　評価性引当金 △1,880百万円

　　　繰延税金資産合計 275百万円

　 　

　　　繰延税金負債 　

　　　　その他有価証券評価差額金 △16百万円

　　　　土地再評価に係る
　　　　繰延税金負債

△517百万円

　　　繰延税金負債合計 △534百万円

　　　　繰延税金負債の純額 △259百万円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4%

（調整） 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 5.6%

住民税均等割等 6.0%

連結法人税個別帰属額 △12.5%

評価性引当金 △182.2%

その他 △4.2%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △146.9%

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4%

（調整） 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 9.8%

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △17.0%

住民税均等割等 11.2%

連結法人税個別帰属額 △123.1%

評価性引当金 △61.9%

土地再評価差額金取崩 △12.2%

その他 △6.2%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △159.0%
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日)

当事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

１株当たり純資産額 189.25円 １株当たり純資産額 213.29円

１株当たり当期純利益 49.37円 １株当たり当期純利益 24.87円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため、記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため、記載しておりません。

（注）１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。

　

　１株当たり純資産額

　
前事業年度末

(平成18年６月30日)
当事業年度末

(平成19年６月30日)

純資産の部の合計額（百万円） 1,658 1,868

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） ― ─

普通株式に係る純資産額（百万円） 1,658 1,868

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
（株）

8,764,924 8,758,420

　

　１株当たり当期純利益

　
前事業年度

(自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日)

当事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

損益計算書上の当期純利益（百万円） 432 217

普通株式に係る当期純利益（百万円） 432 217

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 ― ─

普通株式の期中平均株式数（株） 8,766,542 8,762,093

　

(重要な後発事象)

前事業年度
(自　平成17年７月１日
至　平成18年６月30日)

当事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

　

該当事項はありません。

　

　

　

　

該当事項はありません。
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６　その他

該当事項はありません。
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